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第１章 計画の基本的な考え方 
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１．計画策定の趣旨 

○ 少子高齢化や核家族化の進展、単身世帯の増加、プライバシー意識の高まり等を背景として地域住民の
つながりの希薄化はますます加速するとともに、価値観の多様化、格差の拡大などにより、地域社会を取り
巻く環境は大きく変化し続けています。 

○ そのような状況の中で、ひきこもり、8050 問題、ダブルケア、孤独・孤立、ヤングケアラー、若年女性の自殺
数の増加など、さまざまな社会問題が表面化しています。これらの多様で複雑化した課題は行政で対応でき
る範囲をはるかに超えており、あらためて地域での支え合いや福祉コミュニティ形成の重要性が問われていま
す。 

○ 一方で、社会に貢献することに関心をもち、地域の課題に自発的に取り組むボランティアや NPO 法人などに
よる活動も年々拡がりを見せ、さまざまな分野で活動が展開されてきています。 

○ 今後の地域保健福祉を推進するためには、何よりも支援を必要とする人の立場から、行政と区民や活動団
体、民間企業も含めた地域の力を結集することが重要になります。 

○ 本区では、高齢者、障害者、子ども、外国人といった個別の対象にとらわれることなくすべての人々が安心し
て共生できるよう、連携と協働により継続的に支える仕組みの構築をめざし、福祉・保健分野の関連計画す
べてを包含した、豊島区における保健福祉の総合計画として、平成 17 年 3 月に「豊島区地域保健福祉
計画」を策定しました。 

○ このたびは、社会環境の変化や法改正等の動向を踏まえ、地域社会における新たな課題に対応していくた
めの計画として改定します。 
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２．計画の性格

○ この地域保健福祉計画は、社会福祉法第 107条の規定にもとづく地域福祉計画として、地域の福祉につ
いて「共通して取り組むべき事項」を記載するとともに、区の基本構想および基本計画を具体化し、地域保
健福祉の推進における理念や基本的な方向を明らかにするものです。 

○ また、社会福祉法第 106 条の 5 に規定する「豊島区重層的支援体制整備事業実施計画」及び、成年
後見制度の利用の促進に関する法律第 14 条第 1 項に規定する「豊島区成年後見制度利用促進基本
計画」を内包する計画とします。

○ 健康プランにおける自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援の在り方に関する部分については、地域
福祉計画の一部とみなすこととします。

○ この地域保健福祉計画を保健福祉分野の上位計画として位置づけ、保健福祉に関連する各種の個別計
画において、具体的な施策や事業等の詳細を示していきます。 

○ さらに、豊島区民社会福祉協議会が策定する「豊島区民地域福祉活動計画」とは車の両輪の関係にあり、
相互に補完・補強し合うことにより地域保健福祉のさらなる推進をめざしていきます。

【コラム No１：社会福祉協議会はどんなことをしているの？】 

社会福祉協議会（社協）は、社会福祉法にもとづき設置されている、社会福祉活動を推進する
ことを目的とした非営利の民間組織です。社協では個人や団体会員等からの会費、寄付金、区から
の補助金や共同募金の配分金などを財源として、さまざまな福祉サービスに加え、ボランティア活動の
支援、生活福祉資金の貸付、成年後見制度の利用促進、共同募金や歳末たすけあい運動などを
行っており、区民の皆さんや福祉関係者・団体等と協力して、各時代において社会福祉制度の隙間
を埋めながら、行政では対応できない分野で活動しています。 
 なお、豊島区社会福祉協議会は、平成 25年 5月に 
「豊島区民社会福祉協議会」に名称変更を行いました。 
これは、区民の皆さんが親しみを感じられる名称とするとともに、 
区民の皆さんの社会福祉協議会、区民の皆さんが主役の 
社会福祉協議会ということを前面に出し、一層の地域福祉の 
推進を図っていくことをめざしたものです。 

豊島区民社協キャラクター ふくじい
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地域保健福祉計画の位置づけおよび基本計画、関連計画との関係

＜社会福祉法における位置づけ（抜粋）＞
第１０７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計
画」という。）を策定するよう努めるものとする。 
一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項
二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項
五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項

基本構想

基本計画

具体化
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計
画
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画
・
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地域保健福祉計画
【重層的支援体制整備事業実施計画・成年後見制度利用促進基本計画】方

針

詳
細

■関連計画の根拠となる法令

計画名 法令上の名称 根拠規定

地域福祉計画 社会福祉法第107条

重層的支援体制整備事業実施計画 社会福祉法第106条の５

成年後見制度利用促進計画 成年後見制度の利用の促進に関する法律第14条

老人福祉計画 老人福祉法第20条の8

介護保険事業計画 介護保険法第117条

障害者計画 障害者基本法第11条

障害福祉計画 障害者総合支援法第88条

障害児福祉計画 児童福祉法第33条の20

健康増進計画 健康増進法第8条

自殺対策計画 自殺対策基本法第13条

食育推進計画 食育基本法第18条

歯と口腔の健康づくり推進計画 豊島区歯と口腔の健康づくり推進条例第8条

がん対策推進計画 豊島区がん対策推進条例第10条

次世代育成支援行動計画 次世代育成支援対策推進法第８条

子ども・子育て支援事業計画 子ども・子育て支援法第61条

子ども・若者計画 子ども・若者育成支援推進法第９条

子どもの貧困対策についての計画 子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条

子どもの権利推進計画 豊島区子どもの権利に関する条例第30条

高齢者福祉計画・

介護保険事業計画

障害者計画・

障害福祉計画・

障害児福祉計画

健康プラン

子ども・若者総合計画

地域保健福祉計画



5 

豊島区民地域福祉活動計画（としまＮＩＣＥプラン）との関係

３．計画の期間 

○ 今回の地域保健福祉計画は、令和 6（2024）年度から令和 11（2029）年度までの 6 か年を計
画期間とします。なお、社会経済状況等の変化があった場合には、必要に応じて見直しを行います。

2022
(R4)

2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2028
(R10)

2029
(R11)

2030
(R12)

2031
(R13)

※現行の基本計画は令和 7年度末が期限ですが、計画策定の前倒しを行い、令和７年４月を始期とする新たな

基本計画を令和６年度中に策定予定です。

豊島区地域保健福祉計画 豊島区民地域福祉活動計画

協働

豊島区
豊島区民

社会福祉協議会

豊島区の地域保健福祉に共通する基
本的な考え方や横断的な取組の方向
性

地域福祉の担い手が主体となって地域の
課題解決に取り組むための具体的な行動

豊島区の地域保健福祉の推進

補完・補強

（施策の一部を共有）

高齢者福祉計画・介護保険事業計画 高齢者福祉計画・介護保険事業計画

障害者計画・障害（児）福祉計画 障害者計画・障害（児）福祉計画

地域保健福祉計画

健康プラン

子ども・若者総合計画

基本計画（予定）※ 基本計画

地域保健福祉計画 地域保健福祉計画

高齢者福祉計画・
介護保険事業計画

障害者計画・
障害（児）福祉計画

健康プラン

子ども・若者総合計画

高齢者福祉計画・
介護保険事業計画

障害者計画・
障害（児）福祉計画

健康プラン

子ども・若者総合計画
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４．計画の基本理念と基本方針

○ 豊島区では、区民等の参画と協働を基本とした基本構想に掲げる将来像「未来へ ひびきあう人 まち・とし
ま」の実現に向け、その具体化を図る基本計画と整合性を図るとともに、以下の理念・方針のもと地域保健
福祉の推進を図ります。

◇基本理念

「個人の尊厳が守られ、 

すべての人が地域でともに支え合い、 

心豊かに暮らせるまち」

◇基本方針 

① 人間性の尊重と権利の保障 

高齢者、障害者、子ども、外国人をはじめとする、すべての区民の人間性が尊重され、

心身の機能が低下した場合においても一人ひとりの権利が守られるよう制度の普及、活用

を推進します。

② 自己決定の尊重  

保健福祉サービスを利用するにあたり、区民一人ひとりの自己選択、自己決定が尊重さ

れ、個人としての自己実現を図れるよう支援します。

③ 健康で自立した地域生活の促進 

  すべての区民がそれぞれの状況や能力に応じ、必要な支援を受けることにより、主体的

に社会参加し、健康で自立した地域生活が営める仕組みを構築します。

④ 区民をはじめ、地域活動団体などと区が協働する「新たな支え合い」

による地域保健福祉の推進 

主体的に活動する区民をはじめ、ボランティア、ＮＰＯ法人、地域活動団体等と区が協

働することにより地域保健福祉を推進する新たな支え合いによる地域社会を築きます。

⑤ サービスの総合化 

身近なところでの総合相談や、サービスの適切な利用を支援する体制を構築するととも

に、保健・医療・福祉の連携をさらに進め、雇用・住宅・交通・教育などのさまざまな生

活関連分野との連携を図り、総合的な支援を行います。 
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第２章 計画の背景 
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１．地域保健福祉を取り巻く国・東京都の動向

(1) SDGs（持続可能な開発目標） 

○ SDGs （Sustainable Development Goals）とは、平成 27（2015）年 9月に国連サミットで採択
された令和 12（2030）年を年限とする持続可能な開発目標です。SDGs は 17 のゴールと 169 のター
ゲットで構成されており、“誰一人取り残さない”ことを基本理念として掲げています。 

○ この SDGs の理念と、本計画が目指す「地域共生社会」の考え方は、目指すべき目標が同じところにありま
す。豊島区はあらゆる施策に SDGs の理念や内容を取り入れ、地域共生社会の実現を目指していきます。 

(2) 地域共生社会の実現に向けた動き 

○ 保健福祉などの各分野において、包括的な支援や住民参加による地域づくりの取組が進められる中、それら
を横断的に進めるものとして掲げられたのが「地域共生社会」の実現です。これは、平成 28 年に閣議決定
された「ニッポン一億総活躍プラン」において示されたもので、「子ども・高齢者・障害者などすべての人々が地
域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる社会」とされています。 

○ この「地域共生社会」の実現に向け、平成29年 6月に社会福祉法等が改正され、包括的な支援体制の
整備の努力義務化、高齢者と障害児者が同一の事業所で支援を受けられる共生型サービスの創設、地
域福祉計画策定の努力義務化などが行われることになりました。 

○ また、平成 29 年の改正法の附則では、区市町村による包括的な支援体制を全国的に整備するための方
策について検討し、必要な措置を講ずる旨が規定されたことから、令和元年 5月に「地域共生社会推進検
討会」が設置されました。 

○ そして、令和元年 12月の「最終とりまとめ」を基に、令和 2年 6月に社会福祉法等が改正され、区市町
村による包括的な支援体制を整備するための施策を具体化する事業として、「重層的支援体制整備事
業」が令和 3年 4月から施行されました。 
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○ さらに、令和 5年 6月には「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が成立しました。この法律
は、今後増加が見込まれている認知症高齢者に対する正しい知識・理解を深め、認知症の人を含めた国
民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する
活力ある社会の実現を推進することを目的としています。 

【地域共生社会とは】 

出典：厚生労働省地域共生社会のポータルサイトより 

(3) 地域包括ケアシステムの構築と生活困窮者自立支援制度

○ 家族や家庭、地域社会の変化の中にあって、社会福祉制度・施策のあり方の見直しが進められています。
特に高齢者分野における地域包括ケアシステムの構築と平成 27 年度から施行された生活困窮者自立支
援制度における包括的支援の提供は、今後の社会福祉の基本的なあり方を示すものと考えられます。 

○ 地域包括ケアシステムは、超高齢社会の到来を前に、病気となっても、介護が必要となっても、住み慣れた
地域で最期まで自分らしく暮らすための体制づくりとして高齢者分野で掲げられたものですが、その基本は支
援の包括化、地域連携、ネットワークづくりにあるとされます。 

○ 生活困窮者自立支援制度では、経済的困窮や社会的孤立といった複合的な課題を抱える人や家族が、
各種支援の制度の狭間に陥らないよう、自立支援プランのもと、地域に存在する公私のさまざまなサービスや
支援の連携・協働による包括的な支援の提供をめざしています。また、個別支援と同時に、自立をめざす生
活困窮者を受け入れ、活躍できる場を提供するための地域づくりも重視されています。 

○ 地域包括ケアシステムと生活困窮者自立支援制度に共通するのは、支援の包括化であり、地域づくり、支
援ネットワークの構築です。そのためには、課題を抱える人を早期に発見し、支援につなぎ、見守り、支える
役割を担う地域の関係者や関係機関との連携をさらに充実させていく必要があります。 
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(4) 障害者差別解消法の改正 

○ 「障害者差別解消法」では、行政機関等及び事業者に対し、障害のある人への障害を理由とする「不当な
差別的取扱い」を禁止するとともに、「合理的配慮の提供」及び「環境の整備」を行うことを通じて、障害のあ
る人もない人も共に暮らせる社会を目指しています。 

○ 「不当な差別的取扱い」とは、障害を理由として、正当な理由なくサービスの提供を拒否したり、制限したり、
条件を付けたりするような行為をいいます。 

○ 「合理的配慮の提供」とは、障害のある人から、社会の中にあるバリア（障壁）を取り除くために何らかの対
応を必要としているとの意思が伝えられたときに、行政機関等や事業者が、負担が重すぎない範囲で必要か
つ合理的な対応を行うことです。「環境の整備」とは、合理的配慮が的確に行えるよう、事前の改善措置と
して施設のバリアフリー化などに努めることです。 

○ 「合理的配慮の提供」は、これまで行政機関等は義務、事業者は努力義務とされていましたが、改正法に
より、令和６年４月１日から事業者も義務化されます。 

○ 「合理的配慮」の内容は、障害特性やそれぞれの場面・状況に応じて異なります。事業者は、障害がある人
との「建設的会話」を通じて相互理解を深め、共に対応案を検討することが求められています。 

(5) 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の施行

○ 医療技術の進歩に伴い、医療的ケア児が増加するとともにその実態が多様化し、医療的ケア児の心身の状
況等に応じた適切な支援を受けられるようにすることが重要な課題となっています。

○ 医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職の防止に資することや、安心して子どもを生み、
育てることができる社会の実現に寄与するため、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律が
令和３年６月に施行されました。

○ この法律では、医療的ケア児の日常生活・社会生活を社会全体で支援することや、個々の医療的ケア児の
状況に応じ、切れ目なく支援が行われること等が基本理念として示されています。
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(6) 保健・医療をめぐる動き（成育基本法の成立・健康日本２１（第三次）の開始） 

○ 成長過程にある子どもや保護者ならびに妊産婦に対し、必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施
策を総合的に推進することを目的に、令和元年 12月に成育基本法が施行されました。 

○ 令和 5 年 3 月には、急速な少子化の進展や、出産年齢の高齢化といった社会環境に対応し、地域社会
全体でこどもの健やかな成長を見守り、育む地域づくりを推進していくことができるよう、成育医療等の提供に
関する施策の総合的な推進に関する基本方針が見直されました。また、従来、母子保健の国民運動として
取り組まれてきた「健やか親子 21」が、「すべてのこどもが健やかに育つ社会」の実現を目指し、関係するすべ
ての人々、関連機関・団体が一体となって取り組む国民の健康づくり運動として位置づけられました。

○ 人生 100 年時代を迎え、社会が多様化する中で、各人の健康課題も多様化しており、「誰一人取り残さ
ない健康づくり」を推進するとともに、さらなる生活習慣の改善を含め、個人の行動と健康状態の改善を促す
必要から、「より実効性をもつ取組の推進」に重点を置くことを目標に、全ての国民が健やかで心豊かに生活
できる持続可能な社会の実現を目指す必要があります。 

○ 国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針を定めるものとして、令和６年度から令和
17年度までの国民健康づくり運動として「健康日本 21（第三次」が示されました。 

○ 健康日本 21（第三次）では、「誰一人取り残さない健康づくり」や「より実効性をもつ取組の推進」に向け
て、性差に着目した「女性の健康」や健康に関心の薄い人を含め、幅広い世代の人が無理なく健康な行動
をとれるような「自然に健康になれる環境づくり」などの、５つの新しい視点を取り入れることが明記されていま
す。 

(7) こどもまんなか社会をめざして（こども家庭庁の設立・こども基本法の施行）

○ こどもに関する施策については、待機児童対策や幼児教育・保育の無償化、児童虐待防止対策の強化な
どに取り組んできましたが、少子化の進行、人口減少に歯止めがかかっていないのが現状です。また、児童虐
待相談や不登校の件数が過去最多になるなど、こどもを取り巻く危機的な状況を踏まえ、常にこどもの最善
の利益を第一に考え、こどもに関する取組や政策を社会の真ん中に据えた「こどもまんなか社会」の実現を目
指し、こども政策の司令塔として、令和 5年 4月 1日にこども家庭庁が設置されました。 

○ また、憲法および子どもの権利条約の精神にのっとり、子ども施策を総合的に推進することを目的として「こど
も」を「心身の発達の過程にある者」と定義し、新生児期から思春期を経ておとなになるまでのこどもの成長を
支援するため、こども基本法が施行されました。 

○ こども基本法は、すべてのこどもが幸せな生活を送ることができる社会を目指して、その基本的な考え方をはっ
きりとさせ、社会全体で、こどもに関する取組を進めることを目的としています。 
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(8) 女性への支援のあり方について

○ 婦人保護事業は、昭和 31 年に制定された売春防止法を法的根拠として「性行又は環境に照らして売春
を行うおそれのある女子」（要保護女子）の「保護更生」を図る事業として始まり、法制定以来、一度も抜
本的な見直しがなされてきませんでした。 

○ 現代社会において、性暴力・性犯罪被害や人身取引被害、家庭関係破綻や生活困窮などにおける「女性
を巡る課題」は、多様化・複雑化・複合化を続けています。平成 12 年にストーカー規制法、平成 13 年に
ＤＶ防止法が成立しましたが、婦人保護事業の対象として売春防止法を法的根拠とすることには制度的
限界を迎えていました。また、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、外出自粛が求められる中、家庭
等に居場所のない若年女性たちの存在も顕在化しました。 

○ こうした支援を必要とする女性たちに婦人保護事業が十分対応できていないことから、婦人保護事業を売
春防止法から切り離し、官民一体となって困難な問題を抱えている女性たちの自立を包括的に支援する新
たな制度が必要との提言を踏まえ、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が制定され、令和6
年 4月 1日に施行されます。 

(9) 災害対策基本法の改正 

○ 東日本大震災の教訓として、平成 25 年に災害対策基本法が改正され、災害時に自力で避難することが
困難な高齢者や障害者等（避難行動要支援者）の名簿の作成が義務付けられました。 

○ この改正を受け、同年８月に、避難行動要支援者名簿の作成・活用に係る具体的手順等を盛り込んだ
「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」が策定されました。また、東京都においても、平
成 25年２月に「災害要援護者への災害対策推進のための指針（区市町村向け）」が改訂されました。 

○ しかしながら、令和元年台風第 19 号等の近年の災害では、多くの高齢者や障害者等が被害に遭ったこと
が分かっています。このことから、令和３年に災害対策基本法が改正され、避難行動要支援者ごとの個別
避難計画の作成が努力義務化されました。 

○ この改正を受け、同年５月に「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」が改定され、優先
度の高い避難行動要支援者に係る個別避難計画の作成について、地域の実情に応じておおむね５年程
度で作成に取り組むことが求められています。また、東京都は、法改正等を踏まえて、令和４年１月に「災
害要援護者への災害対策推進のための指針（区市町村向け）」を改訂しました。 
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(10) 新型コロナウイルス感染症がもたらした影響と課題（東京都地域福祉支援計画より） 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、外出自粛などの影響を受けて社会参加の機会が減少し社
会や地域とのつながりが大きく制約される人が増加したほか、休業など経済活動の停滞により経済的に困窮
する人や、住まいを失うおそれのある人も増加しました。 

○ コロナ禍において、社会参加の機会の減少や経済的な困窮の問題等を契機に、高齢者や障害者、子ども
等の配慮が必要な方への影響に加え、女性、外国人やその他の複合的な課題を抱える方等、これまで福
祉の相談窓口や支援機関を利用したことがない方々の課題が顕在化してきました。 

○ 対面型の社会参加の機会が大きく制約される中で、各自治体や地域の現場では、従来の対面型・集合型
の活動に替えて、手紙や電話でのやりとりやオンラインを活用した非接触型のアプローチによりつながり続ける
ことで、活動を継続している例も見られます。 

(11) 孤独・孤立対策推進法の施行

○ 社会環境の変化により人と人との「つながり」が希薄化していることに加え、コロナ禍による社会参加の機会の
減少などにより、「孤独・孤立」の問題が顕在化・深刻化しています。 

○ 「孤独・孤立」の状態は多様であり、その要因も様々です。孤独・孤立の状態にある方及びその家族等の立
場に立って、状況に応じた支援が継続的に行われる必要があります。 

○ 孤独・孤立の状態から脱却して日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるようになるためには、社会
全体で安定的・継続的な支援体制を推進していくことが必要であるとの認識から、孤独・孤立対策推進法
が令和６年４月から施行されます。 

○ 孤独・孤立対策推進法では、孤独・孤立に至っても支援を求める声を上げやすい社会とするため、状況に
合わせた切れ目のない相談支援、見守り・交流の場といった居場所の確保、人とのつながりを実感できる地
域づくりを推進していくことが基本方針として示されています。 
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２．地域保健福祉を取り巻く豊島区の動向

(1) 地域包括ケアシステムの構築と推進 

○ 地域包括ケアシステムは、高齢者が重度の要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最
期まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・介護予防・生活支援が一体的に提供される状態をめざ
すものです。

○ 豊島区では、地域包括ケアシステムの構築に向け、高齢者総合相談センター（地域包括支援センター）
の充実、在宅医療・介護連携の推進、定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスをはじめとする在宅
支援サービスの充実、多職種・多機関の連携による介護予防や認知症対策の推進を図ってきました。

○ 平成 27 年度からは、それまでの地区懇談会等を発展させ、①個別課題解決、②ネットワーク構築、③地
域課題発見、④地域づくり・資源開発、⑤政策形成の 5 つの機能をもつ「地域ケア会議」の本格的な運用
を開始し、高齢者総合相談センターごとに特色ある取組を進めています。また、地域包括ケアシステムにおい
ては高齢者総合相談センターの役割が大変重要であることから、各センターを統括する区直営の「基幹型セ
ンター」を設置し、各地域のセンターのレベルアップを図っています。

○ さらに、医師会が設置する在宅医療相談窓口では、在宅医療を希望する区民とその家族、医療機関等か
らの相談を受けるとともに、必要な医療・介護スタッフの確保・連携調整を行っています。この他、歯科医師
会・薬剤師会が設置している歯科相談窓口、お薬相談窓口においても、在宅療養生活を支えるための相
談を受けています。

○ 令和 3年に国は、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け、報告書をまとめ、地域包括
ケアシステムが、精神障害にも対応されることとなりました。この国の方針を受け、豊島区は、必要な支援を
包括的に提供するという、地域包括ケアシステムの考え方を地域保健福祉全体に拡げ、「オールとしま」によ
る包括的な支援体制を推進していきます。
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(2) 区民ひろばの運営・取組 

○ 平成 18年度より、小学校区を基礎単位とする地域の多様な活動の拠点として区民ひろばの設置を進め、
平成 27年度に全 22地区の整備を完了しました。 

○ 区民ひろばは、赤ちゃんから高齢者まで、どなたでも利用できる地域コミュニティの拠点として、「世代間の交
流」、「高齢者の健康活動支援」、「子育て支援」、「セーフティ・プロモーション」といった事業を行っており、地
域ごとに特色のあるイベントを実施しています。 

○ 令和 5 年度現在、すべての区民ひろばに、地域住民により構成される運営協議会が設置されています。そ
のうち 11 地区では運営協議会を NPO法人化し自主運営をスタートしています。 

(3) 児童相談所の運営 

○ 令和 5 年 2 月 1 日に、豊島区児童相談所が開設されました。児童相談所は、すべての子どもが心身とも
に健やかに育ち、その持てる力を最大限に発揮できるように家族などを援助し、ともに考え問題を解決してい
く専門の相談機関です。職員体制は、福祉職、心理職、保健師、看護師及び栄養士といった専門職を含
め、100名体制で支援を行っています。 

○ 児童相談所は、子どもたちへ一体的な相談支援を行えるよう、長崎健康相談所との複合施設として建設さ
れました。子どもの権利を守る児童相談所と、健康を守る長崎健康相談所が一体となり、「豊島区の子ども
は豊島区が守る」体制づくりを進めていきます。 
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(4) 虐待予防・防止に向けた取組

○ 高齢者虐待に対しては、近年増加傾向にあり、困難事例に対する積極的な介入と課題解決が求められて
いることから、専門相談や寄り添い型支援を実施し、適切な対応を行っていきます。 

○ 障害者虐待に対しては、未然に防止を図る広報・啓発活動と、虐待が発生した際の迅速かつ適切な対応
が求められます。本区では障害者虐待防止センターを中心に、虐待を未然に防止するため、区民や事業所
向けに講演会等を行い、障害者虐待に関する知識や理解の普及に取り組んでいます。また、虐待が発生し
た場合の早期対応として、ご本人の安全を第一に考慮しながら家庭や事業所等に訪問し、弁護士などによ
る専門的助言を得ながら、関係機関と連携し、適切な対応ができるよう取り組んでいます。 

○ 児童虐待に対しては、「児童相談所」と「子ども家庭支援センター」に母子保健の専門機関である「池袋保
健所・長崎健康相談所」を加えた三機関が核となり、それぞれの専門性を活かした迅速かつ適切な対応を
行っていきます。 

○ 虐待の早期発見や予防には、身近な「地域」における見守りが重要となります。地域の多様な主体による見
守り活動を促進することにより、地域の目を増やし、高齢者、障害者、子ども等への虐待を未然に防止し、
早期発見、早期対応に努めます。

(5) 子どもと女性にやさしいまちづくりの展開

○ 豊島区は、平成 26 年 5 月、日本創成会議（民間の有識者会議）によって、23 区唯一の「消滅可能
性都市※」と指摘されました。 
※消滅可能性都市とは、2010 年から 2040 年までの 30 年間に、若年女性（20～39 歳）が 50％以上減少すると推計され

た自治体のことで、若年女性が 5割以下になると人口の再生産・維持が困難になり、将来存続が危ぶまれると説明されています。

○ この指摘を受け、区は緊急対応策の一つの柱として、「女性にやさしいまちづくり」を掲げ、女性の意見やニー
ズをまちづくりに取り入れるため、女性メンバー中心の「としまＦ１会議」を立ち上げ、実現可能なプランを平
成27年度予算に反映できるよう区長に提案すると同時に、出産前からの切れ目のない子育て支援を展開
していく「としま鬼子母神プロジェクト」を開始し、誰もが安心して子どもを産み育てられる地域社会の実現を
目指してきました。 

○ さらに、平成25年度に270人いた待機児童の減少を目指し、積極的に認可保育園の誘致を進め、平成
29年度より待機児童ゼロを達成しました。0～6歳の就学前人口は平成26～30年にかけて 1.1倍に増
え、若い子育て世代も着実に増加し、平成 30 年には 40 年ぶりに区人口が 29 万人を突破するなど、消
滅可能性都市からの脱却を果たしました。 
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○ 令和３年１月には、コロナ禍の影響を受け、貧困や虐待などの生きづらさを抱える１０代、２０代の女性
を支援するため、「すずらんスマイルプロジェクト」を立ち上げました。このプロジェクトは、当事者の目線に近い
若手職員も参加し、全庁横断で取り組んでいます。

○ 今後も、「子どもと女性にやさしいまち」を目指し、母子保健や子育てサービスの利用等、当事者の声を受け
止め、安心して出産・子育てができる切れ目ない支援、子育て環境の一層の充実を推進していきます。

【コラム No２：すずらんスマイルプロジェクト】

すずらんスマイルプロジェクトでは、「さみしい」「つらい」「居場所がない」「眠れない」など、「なんとなく生きづ
らい」を抱える 10代、20代の若年女性を「たしかな支援」につなげていくことをミッションに豊島区全庁横断
で活動しています。昨今の不安定な社会情勢の中、若年女性が社会的に孤立し、貧困、虐待、自殺、
望まない妊娠等、多様で複雑な問題を抱えています。コロナ禍でこのような問題が顕在化したことをきっかけ
に、すずらんスマイルプロジェクトが令和 3年 1月に発足しました。
自殺防止、生活困窮、ひきこもりなど複数の分野について、各部署が支援策を展開していますが、若年
女性の悩みは複数の要素が複雑に絡み合っていることが多い状況です。そこで、すずらんスマイルプロジェク
トでは、各窓口の相談員が事例検討・情報交換をする連絡会の運営や職員向けの研修を実施すること
で、庁内連携を強化し、職員全員が悩みを抱える若年女性に寄り添い、早期に問題を発見・適切な支
援につなげることを目指しています。
また、民間支援団体、企業、学校等と連携して、相談窓口の周知や意見交換会の実施をしている他、
若者の居場所を提供しています。
若年女性は行政に対して、敷居を高く感じている傾向があり、また悩みも複雑化しているケースが多いた
め、どこへ相談していいかわからず必要な支援に繋がりにくい現状です。
行政として、わかりやすい情報発信と受け皿の強化を継続していく他、学校や専門機関、民間支援団
体等地域との連携を強化していくことで、豊島区全体で若年女性を見守るネットワークを形成し、生きづら
さを抱える若年女性に寄り添っていきます。この一環として、令和５年 10 月、困難女性支援法（令和 6
年 4 月施行）に基づく「支援調整会議」を先行し、若年女性版の試行モデルとして、区と民間支援団体
との会議体として「すずらん・ネット会議」を立ち上げています。

公式ホームページ
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３．豊島区の現況

(1) 総人口の推移 
○ 本区の総人口は、令和 5年 10月 1日現在で 291,421 人となっています。
○  今後は緩やかに増加すると見込んでおり、令和 12（2030）年の総人口は約 298,000 人、令和
22（2040）年には約 306,000 人まで増加すると見込んでいます。
〔総人口の推移〕

(2) 外国人人口の推移 
○ 豊島区の外国人人口は増加傾向にあり、令和 5年 1月 1日現在 28,933 人となっています。
○ 外国人人口割合は、国約 2.4％、東京都約 4.1％に対して、豊島区は約 9.5％で、23 区内では新宿
区に次いで 2番目に高く、国の約 4倍、東京都の約 2.3 倍と大変高い割合になっています。
〔外国人人口の推移〕 
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(3) 世帯別人口の状況 
○ 豊島区の世代別人口構成比は、国や東京都に比べて、20 歳未満の世代と 60 歳以上の世代の占める
割合が低く、20歳代～30歳代の占める割合が非常に高くなっています。

〔世代別人口構成比〕

出典：国－総務省統計局「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（令和 5年 1月 1日現在）

東京都、豊島区－東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（令和 5年 1月 1日現在）

(4) 世帯数の推移 
○ 豊島区の総世帯数は、令和 2年時点で約 18万 4千世帯です。平成 17年以降すべての世帯で増
加見られますが、単独世帯の割合が最も多く、全世帯に占める割合は 6割を超えています。

〔世帯類型別構成比〕 

出典：総務省統計局「国勢調査」（各年 10 月 1日現在）
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(5) 高齢者人口の推移 
○ 豊島区の高齢者人口は、令和元（2019）年から微減し、令和 5 年 10 月 1 日時点で 56,664 人と
なっています。 

○  総人口に占める割合（高齢化率）は、19.44％となっています。 
○  高齢者人口は令和 8（2026）年頃まで緩やかに減少し、その後、団塊ジュニア世代が 65 歳以上と
なる令和 22（2040）年に向けて増加していくと見込んでいます。 
〔高齢者人口の推移〕                                             （単位：人・％） 

(6) 一人暮らし高齢者の状況 
○ 豊島区の一人暮らし高齢者の割合は、令和 2 年時点で 35.6％となっており、東京都平均 26.1％よりも
高く、全国平均 19.0％の約 1.9 倍にあたります。 

〔高齢者人口における一人暮らし割合の推移〕 
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（出典）住民基本台帳人口（各年 10 月 1 日）
※推計値は独自推計値を使用。基準年（令和 5年 10 月 1日現在）の男女別・年齢階級別人口に、年齢階級別変化率 
（生残率及び純移動率）を乗算（コーホート要因法）。
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(7) 介護保険認定者数の推移 
○ 豊島区の介護保険の第 1号被保険者数（被保険者で 65 歳以上の方）のうち要介護・要支援認定者
数は、令和 5 年時点で 10,789 人、出現率（第 1 号被保険者に占める要介護・要支援認定者の割
合）は 19.1％となっています。認定者数、出現率とも増加傾向にあります。

〔第 1号被保険者数および要介護・要支援認定者数（第1号）の推移〕 

(8) 65 歳健康寿命の推移 
○ 豊島区の健康寿命は、要支援 1 以上の認定を受けるまでの状態を健康と考えた場合、令和 3 年時点で
男性は 80.78 歳、女性は 82.79 歳です。 

 〔65 歳健康寿命の推移〕 
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（出典）東京都保健医療局「65 歳健康寿命」

 ※65 歳健康寿命とは、65歳の人が何らかの障害のために日常生活動作が制限されるまでの年齢を平均的に表したもの
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(9) 障害者数（身体・知的・精神）の推移 
○ 身体障害者手帳所持者は令和４年度では 6,191 人となっています。障害部位別では肢体不自由が半
数近くを占め、内部障害がこれに続いています。

○ 愛の手帳所持者数は令和4年度では 1,244人となり、ほぼ年々増加傾向にあります。
○ 精神障害者保健福祉手帳申請件数は令和４年度では 1,624件となり、増加傾向にあります。

〔障害者手帳所持者数または申請件数の推移〕 

出典：豊島区の社会福祉（令和 5年版）

〔身体障害者手帳所持者数の推移〕 〔愛の手帳所持者数の推移〕

出典：豊島区の社会福祉（令和 5年版）           出典：豊島区の社会福祉（令和 5年版）

年度 総数

部位別 

年度 総数 

等級別 

視覚

障害

聴覚

障害

音声

・言語

肢体 

不自由

内部 

障害 

１

度

２

度

３

度

４

度

H25 7,282 611 566 95 3,644 2,366 H25 1,049 32 249 274 494

H26 7,687 623 600 98 3,861 2,505 H26 1,074 32 250 272 520

H27 7,754 628 622 108 3,811 2,585 H27 1,095 32 252 272 539

H28 7,742 626 620 109 3,745 2,642 H28 1,127 33 255 274 565

H29 7,636 617 608 103 3,614 2,694 H29 1,154 33 264 275 582

H30 7,564 599 632 108 3,509 2,716 H30 1,305 38 284 297 686

R1 7,552 597 632 97 3,459 2,767 R1 1,224 38 280 281 625

R2 7,426 599 653 98 3,355 2,721 R2 1,210 37 285 275 613

R3 6,325 492 569 81 2,719 2,464 R3 1,223 36 290 279 618

R4 6,191 489 547 89 2,624 2,442 R4 1,244 37 295 280 632

（単位：人）

（単位：人） （単位：人）

～ ～ ～ ～ 
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〔精神障害者保健福祉手帳および自立支援医療負担申請件数の推移〕

出典：豊島区の社会福祉（令和５年版）
※1 豊島区の自立支援医療負担申請件数は、新規申請および診断書提出のある更新申請の件数である。 
※2 令和２年度は新型コロナウイルス感染症対応のため自立支援医療は有効期間が１年間の自動延長となった。 

(10) 難病医療費等助成申請等の状況
○ 難病医療費等助成申請者数は増加傾向であり、令和 4年度は 3,508 件となりました。 
○ 難病患者福祉手当支給件数は平成30年度以降増加傾向にあり、令和4年度は 936件になりました。 

〔難病医療費等助成申請件数の推移〕 〔難病患者福祉手当支給件数の推移〕 

出典：豊島区の保健衛生（令和4年度版）、豊島区の社会福祉（令和５年度版） 
※平成 27 年 1月 1日「難病の患者に対する医療費等に関する法律」が施行され、国の指定難病として 110 疾患が指定され、その後順 
次拡大し、令和４年３月末現在 338 疾病が指定されている。 

※令和２年３月１日から令和３年２月２８日までに受給者証の有効期間が満了する対象者については新型コロナウイルス感染症の影響 
を踏まえ、有効期間１年延長の取り扱いがされた。 

年度 精神障害者保健福祉手帳申請件数 自立支援医療負担申請件数（精神通院医療）※1

H25 848 1,951 

H26 924 1,733 

H27 1,024 2,594 

H28 1,095 2,597 

H29 1,207 3,219 

H30 1,228 2,746 

R1 1,386 2,837 

R2 1,328 1,760（※2） 

R3 1,366 2,799 

R4 1,624 3,234 

年度
国庫補助
対象疾病

国指定難病
東京都単独 
事業対象疾病

合計 

Ｈ25 1,825 － 826 2,651

Ｈ26 1,903 － 893 2,796

Ｈ27 26 2,151 762 2,939

Ｈ28 19 2,309 695 3,023

Ｈ29 25 2,560 697 3,282

Ｈ30 22 2,549 703 3,274

Ｒ1 20 2,595 663 3,278

R2 0 1,183 170 1,353

R3 2 2,705 693 3,400

R4 3 2,813 692 3,508

年度
難病患者福祉 

手当支給件数 

H25 672

H26 695

H27 671

H28 690

H29 622

H30 699

R1 771

R2 830

R3 895

R4 936

（単位：件）

（単位：件） （単位：件）
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(11) 生活保護の被保護人員および被保護世帯数の推移 
○ 豊島区の生活保護の被保護人員および被保護世帯数は年々増加傾向にありましたが、令和 4 年度は前
年度と比べて人員で 124人、世帯数で 85世帯減少しました。 

○ 保護率は緩やかに下がっており、令和 4年度は 21.5‰となっています。 

〔生活保護の被保護人員および被保護世帯数の推移〕 

6,226 6,271 6,297 6,267 6,234 6,216 6,100 6,039 6,022 5,937 

7,097 7,104 7,077 7,002 6,966 6,933 6,760 6,636 6,577 6,453 

24.4

21.522.1

19.817.0

16.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

0

5,000
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15,000
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保
護
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保
護
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・
世
帯
数

被保護世帯数 被保護人員 豊島区 東京都 国

（人・世帯） （‰）
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(12) 自殺者数の推移 
○ 自殺者数は増減を繰り返しており、令和 3年度は 49件となっています。 
○ 主要死因分類における自殺数の割合をみると、1～39 歳の方の割合が他の年齢層と比べ高くなっています。 

〔自殺者数の推移〕 

出典：豊島区の保健衛生（令和5年版）            出典：豊島区の保健衛生（令和5年版） 

(13) 成年後見制度の状況
○ 成年後見制度利用者数は令和 4年 12月 31日時点で 562人となっています。 
○ 区分は後見が約 7割を占めており、保佐がこれに続いています。 
○ 区長申立て件数は、令和 4年度は 51件となっており、増加傾向にあります。 

〔成年後見制度利用者数（令和 4年 12月 31日時点）〕 
利用者数
（合計） 

後見 保佐 補助 任意後見

562 410 101 34 17 
※令和 4年 12月 31日時点で東京家裁（立川支部を含む）が管理している本人数を集計したもの。 

〔区長申立て件数の推移〕 
年度 H30 R1 R2 R3 R4 
件数 38 39 59 44 51 

内訳 
高齢者 35 36 54 40 47 
障害者 3 3 5 4 4 

出典：豊島区の社会福祉（令和 5年版） 

47

61

48 50

38
42 45

55
51 49

0
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（単位：人）

（単位：人）

〔主要死因分類における自殺数の割合（令和 3年）〕

年齢（歳） 総死亡数（人） 自殺数（人） 自殺数/総死亡数

～0 4 0 0.0%
1~19 2 2 100.0%
20~39 37 15 40.5%
40~64 257 22 8.6%
65~ 2,173 10 0.5%
総数 2,473 49 2.0%



26 

４．区民ニーズの把握
(1) 地域保健福祉計画改定のための区民意識・意向調査
① 調査の目的 

世代や障害の有無を問わず、誰もが住み慣れた地域で暮らし続けることができるしくみの一層の充実を
図るため、保健・医療・福祉の各分野にわたり、総合的・体系的に施策・事業を盛り込んだ「豊島区地
域保健福祉計画」の改定に反映させるための基礎資料として活用することを目的に実施しました。 

② 調査方法・回収状況 
調査方法：郵送配布－郵送回収 
調査期間：令和 4 年 10 月 18 日（火）～11 月 1 日（火）

調査対象 豊島区内在住の 18 歳以上の区民

対象者数 3,000人 

抽出方法 年齢別人口割合に応じた層化抽出法※

有効回収数 1,200票（有効回収率：40.0%） 

※ 層化抽出法とは、母集団（全体）をある特性に基づいていくつかの「層」に分け、その「層」と同じ比率を標本に

投影させ、各層から抽出単位又は調査対象を抽出する方法のこと。 

③ 主な調査結果 

○ 高齢者・障害者に加え、20 代等の若い世代、単身者等は、災害などの緊急時に孤立するのではないかと
いった懸念を抱えています。また、介護、ひきこもり状態の方を抱える世帯などは、地域からの孤立や生活に
対する負担感が大きいといった傾向が見られます。 

○ コミュニティについては、普段から関係のある方とのつながりが中心となりつつあるものの、あいさつを交わすなど
の近所付き合いも続いています。 

○ 地域活動に対する興味・関心が低下する傾向がみられます。特に町会・自治会等がこれまで担ってきた地
域活動に対するニーズが低下する傾向があります。 

○ 近所付き合いの希薄化や地域活動が停滞する傾向がみられますが、住民同士の支え合いや助け合いはこ
れからも必要だと考えられています。 

○ 地域活動に参加していない区民が多い状況ですが、関心のある活動があれば参加したいなど、機会があれ
ば参加したいと考える区民も多くいる状況です。 

○ 若い世代など多くの区民は問題なく生活しており、区などが行う福祉サービスとの接点は低い状況です。一
方、ひきこもりなど、相談窓口などの支援策を用意しているものの、そのサービスが対象者に届いていない状
況もあります。しかしながら、いざ困ったときに支援が受けられるよう、各種サービスに対する必要性は感じられ
ている状況でもあります。 
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(2) 介護保険アンケート調査 
① 調査の目的 

豊島区における要介護認定者やそのご家族の方々が、地域の中で安心して暮らし続けていくことがで
きるよう、令和６年度からの３か年を期間として策定する「豊島区高齢者福祉計画・第９期介護保険
事業計画」の基礎資料として、要介護認定者の生活実態や意向、および、介護従業者である、ケアマネ
ジャーやサービス事業所の実態を把握するために実施しました。 

② 調査方法・回収状況 
調査方法：郵送配布－郵送回収 
調査期間：令和4年 11月 14日（月）～令和 4年 12月 5日（月） 

調 査 名 調 査 対 象 抽出数 
有効回収数

（有効回収率）

①要介護認定者調査 

（在宅介護実態調査※） 

令和 4年 11 月時点で豊島区に在住
している 65 歳以上高齢者の方で要介
護 1～5 の認定を受けている方及びその
介護者 

1,500 人 

（無作為抽出）

872

(58.1％)

②ケアマネジャー調査 
豊島区内に住所があり、令和 4年 11
月時点で居宅介護事業所に勤務する
ケアマネジャー 

210人 

（悉皆） 

148

(70.5％)

③介護サービス 

事業所調査 
令和4年11月豊島区内に所在するサ
ービス提供事業所 

321事業所 

（悉皆） 

219

(68.2％)

※要介護認定者調査は在宅介護実態調査（郵送調査）を兼ねており、設問の一部に在宅介護実態調査の設

問が含まれています。 

③ 主な調査結果 

○ 介護が必要になった場合もしくは介護度が重くなった場合でも、39.9％の方々が自宅での暮らしを望んでい
ます。そのため、家族等の介護者支援を含めて、在宅生活を継続できる支援体制が必要であると考えられ
ます。一方で、介護施設等への入所希望者も 25.9％いることから、地域密着型サービスも含めて、在宅サ
ービスと施設・居住系サービスのバランスを踏まえた基盤整備も必要であると考えられます。 

○ 介護者が最も不安に感じる介護の内容は、前回調査では「外出の付き添い・送迎等」が最も高い割合でし
たが、今回調査では「認知症症状への対応」が 29.5％と最も高くなっています。介護者の不安解消や認知
症予防のため、認知症に関する知識の普及・啓発、早期診断・早期対応が必要だと考えられます。 

○ 介護サービス事業所が望む人材の確保に必要な公的支援は、「介護未経験者に対する資格取得のための
費用助成」が 60.3％と最も高く、「介護の仕事の魅力発信等の普及啓発」が 51.6％と続いています。介
護に従事するために必要な初任者研修等の受講費用の助成や、若年層への介護の仕事の普及啓発が必
要だと考えられます。 
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(3) 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 
① 調査の目的 

国の示す「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の視点を踏まえた調査で、要介護状態になる前の
高齢者のリスクや社会参加状況を把握することで、地域診断に活用し、地域の抱える課題の特定、総
合事業の管理・運営に活用することを目的として実施しました。 

② 調査方法・回収状況 
調査方法：郵送配布－郵送回収 
調査期間：令和 4 年 11 月～ 12 月

調査対象 
豊島区内在住の65歳以上の方で 要介護認定を受けていない方 
令和3年度の調査で協力の同意をいただいた方 

対象者数 5,395人 
有効回収数 4,178票（有効回収率：77.4%） 

③ 主な調査結果 

○ 健康や介護・認知症予防のための活動内容は、「口の中を清潔にしている（歯みがき、うがいなど）」が
約 8 割で最も高い一方、「友人や家族とよく会話をしている」、「閉じこもらないように外に出る頻度を増や
している」などの社会参加に関する項目は半数を下回っていました。 
フレイル予防・介護予防においては、口腔ケアのほか、運動・栄養・社会参加が重要であり、これらの要素
を組み合わせて実践することで効果が高まることから、運動・栄養とともに、社会参加のさらなる促進が重
要であると考えられます。 

○ 主観的幸福感については、高い人が半数以上であったものの、低い人では、友人や知人と会う頻度がほ
とんどない、心配や愚痴を聞いてくれる人・看病や世話をしてくれる人がいない、などの割合が高くなってい
ます。顕在化・深刻化する孤独・孤立の問題を解消するため、相談支援体制の整備や地域の多様な居
場所づくりなどの取組の推進が必要であると考えられます。 

○ 高齢者総合相談センターの認知度は、特に後期高齢者の女性において高くなっていますが、男性はいず
れの年齢層においても「知らない」と回答した割合が高く、介護に関する相談や心配ごとがあっても相談支
援につながりにくいことが想定されます。高齢者総合相談センターの認知度が低い層に対する周知が今後
必要だと考えられます。 
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(4) 障害者等実態・意向調査 
① 調査の目的 

豊島区障害者計画・第 7 期障害福祉計画・第 3 期障害児福祉計画の改定を行うにあたり、障害
者等の実態を把握・分析し、改定作業に向けて必要となる基礎資料を得ることを目的として実施しました。 

② 調査方法・回収状況 
調査方法：郵送配布－郵送回収 
調査期間：令和4年 11月 1日（火）～11月 22日（火）  

調 査 名 調 査 対 象 抽出数 
有効回収数 

（有効回収率）

①身体障害者 豊島区に住所を有する身体障害者手帳所持者 2,400人
1,161

（48.4％）

②知的障害者 豊島区に住所を有する愛の手帳所持者 500人
272

（54.4％）

③精神障害者 自立支援給付受給者※および地域活動支援センター、
医療機関等の利用者で承諾を得たかた 

354人 191
（54.0％）

④難病患者 難病患者福祉手当受給者 400 人 211
（52.8％）

⑤障害児 児童通所支援利用者、その保護者 541 人
305

（56.4％）

⑥事業所 区内すべての事業所 170件
114

（67.1％）
※障害福祉サービスに係る介護給付、訓練等給付、地域生活支援給付の受給者 

③ 主な調査結果 

○ 介助者の年齢については、全体では「40 歳～64歳」が 49.2％、「65歳～74歳」が 23.8%となっ
ています。いずれの障害種別でも 40歳以上の介助者が多く、介助者の年齢が高齢化している傾向に
あります。親亡き後などを見据え、地域で暮らしていくための支援を充実させることが求められています。 

○ 防災への意識については、全体では「防災について多少は意識しているが具体的な対策は行っていな
い」が 52.1％、「防災を日常的に意識し、具体的な対策を行っている」が 20.6％、「防災についてほと
んど意識しておらず、具体的な対策は行っていない」が 17.4％となっており、防災に対して具体的な対
策を行っていない方が多い状況にあります。いつ発生するか分からない災害への対策について、当事者
およびそのご家族への意識啓発が必要な状況となっています。 

○  障害者に対する差別は、全体では「よく感じる」と「時々感じる」を合わせた割合は 26.4%となっていま
す。一方で、精神障害者に関しては 44％、障害児は 32.5％と全体と比べ高くなっており、引き続き差
別解消に向けた取り組みとして、障害者サポート講座や啓発パンフレットの配布など、区民に向けた周
知・啓発が必要な状況となっています。 



30 

(5) 健康に関する意識調査

① 調査の目的 
平成30年3月に改定した豊島区健康プラン（計画期間平成30年度～令和5年度）の最終年度
を迎えるにあたり、区民の健康に対する意識ならびに認知度、課題等を調査及び分析し、健康プラン最終
評価の基礎資料とすることを目的として実施しました。 

② 調査方法・回収状況 
調査方法：郵送配布－郵送回収 
調査期間：令和 4 年 11 月 21日（月）～ 12 月 12 日（月）

調査対象 区内在住の18歳～79歳までの区民

対象者数 3,000人 

抽出方法 無作為抽出 

有効回収数 961票（有効回収率：32.0%）

③ 主な調査結果 

○ 健康状態について、「健康である」と「まあ健康である」を合わせた回答の割合は 84.1％となっています。
また、男性は女性より「健康である」と回答した割合が高い傾向が見られました。 

○ 健康に関する情報や知識への関心は、「食事や栄養のバランス」が 70.7％で最も高く、次いで「適切
な運動やスポーツ」が 63.4％、「歯の健康」が 52.5％、「休養やストレス解消の方法」が 46.7％とな
っています。 

○ 最近 1 か月のストレス状況は、「いつも感じていた」と「時々は感じていた」を合わせた回答の割合は
79.6％となっています。また、女性は男性より「感じていた」と回答する割合が高い傾向が見られました。 

○ 悩みを相談できる人や機関の有無は、「相談できる人や機関（窓口）がある」が 51.5％、「相談機
関（窓口）があることを知っている」は17.9％となっています。一方、「相談先を知らない」は10.8%、
「相談はしない」は 22.2％となっています。 
また、ゲートキーパーの認知状況は、「聞いたことがない（今回の調査で初めて知った）」が 70.3％と
最も多くなっています。 
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(6) ひきこもり状態にある方に関する意識調査
① 調査の目的 

ひきこもりに関わる相談を受けた際の対応の現状や課題・必要と感じていることなどの傾向を把握するため、
実施しました。 

② 調査方法・回収状況 
調査方法：書面調査 
調査期間：令和4年 7月 ～ 8 月 

調 査 対 象 抽出数 有効回収数（有効回収率）

町会 128 団体 81団体（63.3％）

民生委員・児童委員 253人 139人（54.9％）

青少年育成委員 381人 194人（50.9％）

※本調査における「ひきこもり状態にある方」とは、仕事や学校等に行くことができず、かつ、家族以外の人との交流

をほとんどすることができず、次のいずれかに該当する方をいいます。 

①自宅や自室に閉じこもっている状態の方／②時々買い物などで外出することがある方 

※ただし、加齢による寝たきり、重度の身体や内臓の障害・疾患により外出が困難な方を除きます。

③ 主な調査結果 

○ 町会・青少年育成委員の半数以上が、ひきこもり相談窓口の存在を知らなかったことがわかりました。一方、
民生委員・児童委員は 71.4％の方が窓口の存在を把握していることがわかりました。なお、ひきこもり状態
にある方の把握をした後の対応として、全ての調査対象で最も多かったのが「定期的な見守り・声かけを行っ
た」という対応でした。町会は 22.2％、青少年育成員は 33.3％、民生委員・児童委員は 40.5％という
結果で、民生委員・児童委員の対応割合が高いことがわかりました。 

○ 全ての調査対象で、ひきこもり状態にある方々を知った際、家族への聞き取り、定期的な見守り、地域行事
に誘うなどの対応を行っているものの、「なんてアドバイスしたらいいか分からない」「他人の事情にどこまで踏み
込んでいいか分からない」と言った声が多く、対応に難渋している現状が見受けられました。 

○ 行政に求められていることは、「相談窓口の周知」という回答が最も多く、相談できる先の明確化、助けにな
れる場所があることを伝えていくことが求められています。 
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(7) ヤングケアラー実態調査 

① 調査の目的 
豊島区の「ヤングケアラー」と思われる子どもをより正確に把握するため、小学生・中学生・高校生年齢に
対して幅広く実態調査を実施するだけではなく、学校や子どもが関わる関係機関においても「ヤングケアラー」
と思われる子どもへの対応状況などの調査を同時に実施しました。 

② 調査方法・回収状況 
調査方法：インターネットによる配付・回答（無記名）
調査期間：令和4年 8月 15日から令和 4年 9月 15日まで 

調 査 対 象 抽出数 有効回収数（有効回収率）

区立小学校 4年生～6年生 4,425 人 2,089（47.2％）

区立中学校 1年生～3年生 2,711 人 869（32.1％）

豊島区在住高校生年齢の児童 4,493人 571（12.7％）

要保護児童対策地域協議会の関係機関など 388機関 126機関（32.5％）

関係者個人・教員・保育士・主任児童委員など 1,296人 383人（29.6％）

③ 主な調査結果 

○ お世話をしている家族が「いる」と回答した小学生は 21.4％、中学生は 4.7％、高校生年齢は 2.8％でし
た。国の調査結果と比較すると、小学生は国より高く、中学生及び高校生年齢は国より低くなっています。 
ただし、ヤングケアラーに当てはまると回答した小学生は 2.2％、中学生は 1.5％、高校生年齢は 2.3％と
いずれも国より低い結果でありました。「お世話をしている」と回答した子どもの中には、「ヤングケアラーとして
定義されるお世話」と「お手伝いの範囲としてのお世話」を混同している可能性があります。今後の実態調査
では、より深堀した調査が必要です。 

○ 「お世話をしている」と回答した場合、「お世話をしていない」と回答した場合に比べ、中学生・高校生年齢に
おいては健康状態が「よくない」、「あまりよくない」、小学生・中学生においては学校を「たまに欠席する」、「よ
く欠席する」、すべての世代において、遅刻や早退を「たまにする」と回答した割合が高く、健康状態や学校
生活にも影響が出ている可能性があります。 

○ ヤングケアラーに必要だと思う支援については、「相談体制の充実、相談しやすい・話しやすい環境づくり」、
「子どもたちへの意見を伝えられる環境づくり、意思の尊重・声かけ」などの子どもが自分の事を話しやすい環
境面や、「学校生活におけるサポートや配慮」、「周囲の大人の理解や寄り添い」などの大人が子どもに対す
る見守り、また「具体的な支援や金銭面でのサポート」についてなど、子どもの目線から幅広く意見がありまし
た。これらの意見をいかして、周囲の大人が子どもにも権利があることを理解し、子どもに寄り添い、子どもの
目線に立った具体的な支援を考えることが必要です。
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第３章 施策の方向 
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１．豊島区版「地域共生社会」の実現に向けて～豊島区版「重層的支援体制」の構築～

○ 現在、国は、「地域共生社会」の実現に向けて、地域住民や多様な主体が地域の課題に「我が事」として
取り組み、行政は分野別の相談支援拠点を集約し、集約した拠点で何でも「丸ごと」対応できる体制の構
築を掲げています。

○ 令和 3 年 4 月には、区市町村における包括的な支援体制の構築を実現するための施策として、「重層的
支援体制整備事業」が創設されました。

○ 重層的支援体制整備事業は、区市町村において「相談支援」、「参加支援」及び「地域づくりに向けた支
援」を一体的に実施する包括的な支援体制を整備することで、重層的なセーフティネットの構築を目指すも
のです。この事業の支援対象者は、地域生活課題を抱える全ての地域住民になります。

○ 豊島区では、これまでも包括的な相談支援体制の構築を目指し、各専門相談窓口の連携体制強化を推
進してきました。平成 21年からは、地域コミュニティの拠点である区民ひろばに「コミュニティソーシャルワーカー
（CSW）」を配置し、全世代を対象にした相談支援や地域支援、参加支援を行っています。その後、順
次配置人数や配置圏域を拡大し、平成27年度からは高齢者総合相談センターと同じ 8圏域の区民ひろ
ばに 2 名ずつ CSW を配置しています。他の職との兼務ではなく、「専任職」として、「個別支援」と「地域づく
り」を一体的に行っていることと、アウトリーチ活動ができるよう全ての配置場所で 2 名体制を取っていることが
大きな特徴です。

○ また、平成 27 年には、属性・相談内容を問わない「くらし・しごと相談支援センター」を区役所に開設するな
ど、国の動向に先駆けて区独自の重層的な支援体制の整備を進めてきました。

○ そして、これまで豊島区が独自に進めてきた支援体制と国が示す制度との整合性を図り、事業を適切かつ
効果的に実施するため、令和 5年 4月に「重層的支援体制整備事業」を本格実施しました。

○ 豊島区版「地域共生社会」の実現に向けて、福祉にとらわれず生活上のどんな困りごとでも気軽に相談でき
る地域のプラットフォームづくりといった、豊島区ならではの「重層的支援体制」の構築を目指し、次の取組を
推進していきます。

（１）区関係施設を含めたすべての福祉相談窓口で、どんな悩みごとでも包括的に受け止
め、適切な窓口につなげる相談支援体制を整え、複雑化・複合化した課題を抱えた方
には、オールとしまで支援できる連携体制の強化をはかります。

（２）支援を必要とする人が孤独・孤立に陥らないよう、地域と区が一体となり、継続的なアウ
トリーチ活動等による見守り支援を推進していきます。

（３）区や区内の保健福祉関係機関の人材の確保・育成をはかり、保健福祉サービスの質の
向上に取り組んでいきます。
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２．区民の支援ニーズに目を向けた目的別の施策体系

○ 豊島区ではこれまで、高齢者分野における地域包括ケアシステムを構築し、高齢者総合相談センターを中
心に多職種・多機関の連携による包括的な支援や、地域ケア会議を核とする地域連携、充実したネットワ
ークづくりを推進してきました。

○ こうした支援の包括化、地域連携、ネットワークづくりは、地域共生社会の実現に向けてのベースとなる考え
方、仕組みであり、今後も現在の取組を着実に進めつつ、「必要な支援を包括的に提供する」という考え方
を地域保健福祉全体で共有し、多様なニーズをすくい取る「総合的な地域包括支援体制」を構築していく
必要があります。

    出典：厚生労働省ホームページより（一部加筆）
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○ そこで、豊島区地域保健福祉計画では、支援の対象を、高齢者、障害者、子どもといった属性別ではなく
「支援を必要とする人」として包括的にとらえ、施策の体系を個人のみならず家族や世帯が抱える「生活課
題」に目を向けた目的別の構成としています。 

○ 本計画では対象とする生活課題に、従来の保健福祉分野の周辺にまたがる課題や一部を共有する複合
課題も広く含めることで、生活課題へのアプローチ力を高め、より健康に地域でいきいきと暮らすという視点か
ら、制度の狭間等にある人々への支援策を講じていきます。 

３．豊島区の特性を踏まえた連携と協働による地域保健福祉の推進 

○ 豊島区は、人口の流動性が高いこと、単身世帯、特に一人暮らし高齢者の割合が高くなっていること、外国
人の割合が高いことなど、都市的特徴が顕著です。そのため、オートロック式マンションの増加、町会加入率
の低下、近所付き合いの希薄化など、これまでのようなコミュニティによる支え合いが難しくなりつつあります。 

○ 一方、区民意識調査で子育てや介護などの負担が重なる40代が特に疲弊しているという結果が出るなど、
これまでのような一部の弱者・困窮者を救済するという福祉観においては支援の対象と見られてこなかった
人々への対応も、大きな課題となってきています。 

○ これらの状況を踏まえ、地域の中において福祉を特別なものとするのではなく、地域社会を「福祉コミュニティ」
化していくといったとらえ方のもと、区民、民生委員・児童委員、青少年育成委員、町会・自治会、商店
会、社会福祉法人、民間企業、ＮＰＯ法人、ボランティア、大学・専門学校などの多様な主体と区との連
携と協働による地域保健福祉を推進していきます。 
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第４章 施策の内容 
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施策の体系 

施 策 取 組 方 針 頁

① 全ての区民を対象にした
重層的な支援 

○コミュニティソーシャルワーク機能強化による一体的な支援 41

○地域生活を支える継続的な支援 42

② どんな悩みごとでも受け止める
相談支援体制の構築 

○専門相談支援機関の強化 45
○より身近な地域の相談先の充実 46

○包括的な相談支援体制の確立に向けた分野横断・連携の強化 48

③ 本人が望む社会とのつながり 
や参加を支えるために 

○多様な社会参加の促進 49
○文化の力を活かした社会参加支援 50
○多様な働き方に向けた支援 51
○多様な住まい方に向けた支援 52
○すべての子ども・若者に向けた参加支援 53
○多文化共生の促進 54

④ 誰もが支え合える 
人・地域づくり

○地域における新たな支え合い活動の促進と担い手の養成 55
○地域コミュニティの拠点づくりと多彩な居場所づくり 56
○地域住民や地域活動団体等との連携と協働の仕組みづくり 58
○文化の力を活かした地域づくり  58
○福祉教育の推進 59

⑤ 問題の早期発見・早期対応
の強化 

○アウトリーチ活動の推進による問題の早期発見・早期対応 60
○地域における見守りの推進 61

⑥ 権利擁護の推進

○人権意識の普及・啓発 62
○虐待防止および人権の尊重 63

○成年後見制度の利用促進
【成年後見制度利用促進基本計画】

64

⑦ 健康な生活の維持・増進 
○予防の取組の強化 66
○こころと体の健康づくりの推進 67
○感染症対策の強化 67

⑧ 保健福祉人材の確保・育成 
とサービスの質の確保・向上 

○保健福祉専門職等の確保・定着・育成 68
○保健福祉サービスの質の確保および向上 69

⑨ 災害時の福祉・医療・
保健衛生体制の整備 

○災害時要援護者等への支援体制の整備 70
○防災対策を通じた地域づくり 72
○災害時の医療・保健衛生体制の構築 72

⑩ 福祉のまちづくりの推進 
○まちのバリアフリー化の推進 73
○情報アクセシビリティの強化 74
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【コラム No３：重層的支援体制整備事業と地域保健福祉計画】

「重層」とは、幾重にも重なっている状態のことで、立体的な重なりをいいます。 
国が掲げる「重層的支援体制整備事業」は、すべての人びとのための仕組みとして、『包括的相談
支援（属性を問わない相談支援、多機関協働による支援、アウトリーチ等を通じた継続的支
援）』、『参加支援』、『地域づくりに向けた支援』という３つの支援を一体的に実施するものです。 
これまでの日本の福祉政策は、いわゆる「縦割り行政」と言われる専門的支援体制の推進・構築が
進められてきました。重層的支援体制整備事業においては、これまで構築してきた専門的支援体制の
仕組みを活かしつつ、各部署や地域が相互に連携を強めながら、地域全体の支援体制を一体的に
進めることで、幾重にも重なったセーフティネットを構築していくことを目的としています。 

地域保健福祉計画では、重層的支援体制整備事業に関わる支援を施策①から施策⑤までに記
載しています。 

≪重層的支援体制整備事業全般に関わる取組や方針≫ 
施策① 全ての区民を対象にした重層的な支援 
≪包括的相談支援（属性を問わない相談支援、多機関協働による支援）≫ 
施策② どんな悩みごとでも受け止める相談支援体制の構築 
≪参加支援≫ 
施策③ 本人が望む社会とのつながりや参加を支えるために 
≪地域づくり事業に向けた支援≫ 
施策④ 誰もが支え合える 人・地域づくり 
≪アウトリーチ等を通じた継続的支援≫ 
施策⑤ 問題の早期発見・早期対応の強化 
※重層的支援体制整備事業の実施体制については、79 ページから記載しています。 
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施策① 全ての区民を対象にした重層的な支援

＜施策の目標＞
地域が抱える複雑化・複合化した課題にも対応できるよう、コミュニティソーシャルワーカーは、その機能を
強化し、支援を必要とするすべての人の相談を受け止め、生活課題を整理し、必要な福祉サービスや専
門機関へつなぎます。
また、コミュニティソーシャルワーカーがこれまで蓄積してきた、知識・社会資源のつながりを活用し、地域
住民、社会福祉法人、ボランティア、NPO 法人等による新たな支え合い活動を支援・育成するとともに、そ
れぞれの支え合い活動のネットワーク化を推進していきます。

CSW の支援体制の図
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取組方針① コミュニティソーシャルワーク機能強化による一体的な支援 

○ 区内全域にわたって活動できるようにコミュニティソーシャルワーカーを 8 か所の区民ひろばに配置し、子
どもから大人まで全世代を対象に、暮らしの中での困りごとや不安なこと等、どんな相談事でも受けとめ
る体制を整えています。 

○ コミュニティソーシャルワーカーは、地域住民や地域の社会資源と連携・協力して、支援を必要とする
人への多角的な見守りやニーズの早期発見に向けて取り組むとともに、専門相談支援機関へのつな
ぎ役を果たします。 

○ 課題を抱える個人や家族に対する包括的な相談支援などの「個別支援」や地域のさまざまな団体が
行う日常活動への関わりなどを通じて地域の実態把握に努めるとともに、生活環境の改善や地域住
民の組織化等の「地域支援」を統合的に展開することにより、地域づくりや必要な社会資源の開発、
さらには孤独・孤立の状態にある方等の社会参加支援を行っていきます。 

○ 高齢者、障害者、子どもなどの分野ごとでは対応が難しい制度の狭間の課題や複雑化・複合化した
課題を抱えた人々に対しては、民生委員・児童委員、青少年育成委員、保護司、高齢者総合相
談センター等の関係機関との連携を図るとともに、福祉包括化推進部会（P48 参照）につなげ、分
野横断での支援を行っていきます。 

○ コミュニティソーシャルワーカーが配置されていない区民ひろばには、巡回相談窓口を開設するなど、区
民にとってより身近な地域の相談先としての機能を高めます。 

○ 区は、コミュニティソーシャルワーカーによるコーディネートや資源開発の強化に向け、情報の提供、関
係機関との連携強化、人材の育成、活動の周知など、必要な支援を行っていきます。 

○ 区は、各分野の専門職やコミュニティソーシャルワーカーの連携・協働による活動事例を蓄積・共有
し、コミュニティソーシャルワーク活動の強化を図ります。 

【主な取組】 
●コミュニティソーシャルワーカーの資質向上 
●コミュニティソーシャルワーカーと関係部署・関係機関との連携強化 
●コミュニティソーシャルワーク活動事例の蓄積・共有 
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取組方針② 地域生活を支える継続的な支援 

○ 年齢やライフステージの変化による切れ目、親や配偶者の死亡等に伴う家族構成の変化による切れ
目、さらには抱える問題の状況や程度の変化による切れ目などによって、必要な支援が途切れてしま
うことがないよう、多角的、多面的な方策により継続的な支援を行っていきます。 

○ 一人ひとりの状況に応じたきめ細やかな支援や継続的な支援が適切に行われるよう相談支援体制を
整備するとともに、ケアを必要とする家族等をサポートする「ケアラー」に対しても支援できる体制を整え
ます。 

○ 地域での安心した自立生活に必要となる緊急時のサポート体制について検討していきます。 
○ 発達障害、高次脳機能障害、難病疾患、若年性認知症など、これまでの制度では支援が十分に行
き届かなかった人に対しても必要な支援が継続して行き届くよう、専門相談支援の充実や医療・福祉
などの関係機関のネットワーク化を推進していきます。 

○ いわゆる「8050問題」や「ダブルケア」、「障害のある子の親が高齢化し介護を要する状況」、「ヤングケ
アラー」、「若者ケアラー」といった複雑化・複合化した課題を持った世帯等に対して、区の関係各課、
関係機関のチームアプローチにより、世帯丸ごとの支援を行います。 

○ 高齢者や障害者で病院や施設等への入院・入所期間が長期化した方に、関係機関のチームアプロ
ーチによる地域生活移行・地域定着支援を推進していきます。 

○ 人工呼吸器やたんの吸引などの医療的ケアが必要な障害者・障害児等とその家族が、地域で安心
して生活できるよう、福祉・保健・医療だけでなく、保育や教育等の関係機関の連携体制を整えてい
きます。 

○ 一人ひとりが最期まで自分らしく生きられるよう、エンディングノートなどの終活（人生の終わりについて
考え、準備する活動）に対する支援方策や、ACP(人生会議)の啓発など人生の最終段階における
ケアのあり方について、さらに検討を深めていきます。また、本人が死亡した後の家族等への支援（グリ
ーフケア等）についても検討していきます。 

【主な取組】 
● 切れ目のない相談支援体制の充実 
● 世帯丸ごとの支援の推進 
● 終活支援についての検討 
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【コラム No4：医療的ケアとは】

医療的ケアとは、自宅などで家族等が日常的に行う、たんの吸引や経管栄養などを行う医療的生
活援助行為のことです。 
豊島区では、令和２年度より、目白生活実習所にて医療的ケアが必要な方の受け入れを行ってき
ました。今後の利用者の増加が見込まれることから、令和４年４月に、医療的ケアが必要な方を中
心に受け入れる目白生活実習所分室「ぷらす」を開所しました。目白生活実習所分室「ぷらす」で
は、看護師や支援員が協力し、医療的ケアをはじめ、機能改善や入浴、創作活動などの生活介護を
行っています。本園とは別の場を設けることによって、より細かな配慮が必要な方の支援の充実を目指
しています。 
今後、地域とのかかわりを深め、地域に根差した施設になること、そして、医療的ケアが必要な人が
どこでも暮らせるような社会となることが職員や利用者・家族の想いです。 

目白生活実習所分室「ぷらす」の様子

写真 写真
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施策② どんな悩みごとでも受け止める相談支援体制の構築

＜施策の目標＞
各専門相談機関では、制度の狭間の課題や複雑化・複合化した課題を抱える相談者に対し、いったん
すべての相談を受け止められるよう、すべての相談窓口での対応力強化を推進していきます。
また、必要に応じ、適切な相談窓口・関係機関に速やかにつなげていける連携体制を整備し、チームア
プローチによる包括的な相談支援体制を整備していきます。

包括的相談支援体制＆多機関協働の支援体制の図（デザイン委託予定）
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取組方針① 専門相談支援機関の強化 

○ 必要としている相談窓口や支援機関の情報が行き届くよう、支援機関に関する情報を整理したうえで
情報発信に取り組みます。 

○ 一人ひとりの状況に応じたきめ細やかな支援や継続的な支援が適切に行われるよう、高齢者総合相
談センターや障害相談支援事業所等の専門相談支援機関の機能充実を図ります。 

○ 高齢者総合相談センターを統括・支援する「基幹型センター（高齢者福祉課内）」や、障害相談
支援事業所の支援を担う「基幹相談支援センター（心身障害者福祉センター）」を充実することな
どにより、地域の専門相談支援機関のサポート体制を強化し、サービスの質の向上を図ります。 

○ 医師会・歯科医師会・薬剤師会が開設している在宅医療相談窓口、歯科相談窓口、お薬相談窓
口等と連携し、在宅療養生活を支える体制を強化していきます。 

○ インターネットツールの活用などにより関係機関のネットワークを強化し、相談者が専門相談支援機関
に出向かなくても、相談ができる体制の整備について検討していきます。 

○ 単独の専門相談支援機関では解決できない複雑化・複合化した課題であっても、まずは相談を受け
止め、適切な相談機関につなげられるよう連携体制を強化します。 

【主な取組】 
● 専門相談支援機関のサポート体制強化 
● 各専門相談支援機関の連携体制強化 

【コラム No5：ひきこもり相談窓口】 

豊島区内で、生きづらさを抱えひきこもり等で悩んでいる方とその家族等に対して、「ひきこもり相談窓
口」を開設しています。相談者の方に寄り添いながらお話しをお聞きします。 
＜相談方法・支援内容＞ 
来庁、電話、メール、オンライン、訪問 
…継続相談による寄り添い型の支援を目指しています。 
…相談内容に応じて、関係機関や当事者会等の情報提供、地域活動・ボランティア参加、 
同行支援等を実施しています。他機関に繋がった場合も、相談継続やフォローアップを行います。 

＜普及啓発活動＞ 
X(旧ツイッター)・ブログの更新、『豊島区ひきこもり情報サイト』 
チラシ・リーフレットの作成、掲示・配置 
広報としまへのコラム掲載、合同相談会・講演会等の開催等 

◆ひきこもり相談窓口の運営方針◆ 
「相談につながる仕組みをつくる」 
「断らない支援・強制しない支援を目指す」 
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取組方針② より身近な地域の相談先の充実

○ より身近な地域の相談先・相談場所としては、民生委員・児童委員、青少年育成委員のほか、区
内社会福祉法人が地域貢献活動として実施している「福祉なんでも相談窓口」や区民ひろばなどが
あります。 

○ より身近な地域の相談先では、支援を必要とする人の相談を包括的に受けとめ、その場で解決でき
ない問題等の場合は、区の関係各課や高齢者総合相談センターなど、地域にある専門相談支援機
関につなげます。 

○ 日常的な診療や薬の処方だけでなく、区民が普段から健康管理に努め、いざというときに相談できる
体制として、身近で頼りになる、かかりつけ医・歯科医・薬局を持つことの普及啓発を進めます。 

○ 支援を必要とする人が気軽に相談できるよう、より身近な地域の相談先や相談場所をより充実させる
とともに、区民等に積極的に周知していきます。

【主な取組】 
● より身近な地域の相談先の周知促進 
● 民生委員・児童委員、青少年育成委員等の担い手確保 
● 区内社会福祉法人による「福祉なんでも相談窓口」の取組（社会福祉協議会） 

【コラム No6：民生委員・児童委員とは】 

民生委員は、民生委員法にもとづき厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの担当地域において、
つねに住民の立場に立って、高齢者や障害者、生活に困っている人などの相談を受け、支援を行った
り必要な福祉サービスにつなぐ役割を果たしています。 
また、児童福祉法による児童委員も兼ねており、地域の子どもたちを見守り、子育ての不安や妊娠
中の心配ごとなどの相談、支援なども行っています。 
その他に、子どもや子育て家庭への支援を専門に担当する主任児童委員がいます。学校などと連

携して児童委員と協力しながら、地域の子育てを応援しています。 
民生委員・児童委員には守秘義務があり、住民が安心して相談、生活できるよう、個人情報の取
り扱いには十分に配慮して活動しています。 
また、区の提供する福祉サービスについて、 

区民の立場から意見を述べ、改善や整備を 
促す役割も果たしています。地域福祉推進の 
担い手として、民生委員・児童委員には大きな 
期待が寄せられています。 
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【コラム No7：青少年育成委員とは】

青少年育成委員は、地域における青少年の健全な育成を図ることを目的とした自主組織である青
少年育成委員会の委員のことです。豊島区内には旧出張所行政区域を単位とした 12 の地区育成
委員会があり、それぞれ創意工夫を凝らし精力的に活動を展開しています。スポーツやレクリエーション
を通じた青少年の交流や、青少年の社会参画をうながすさまざまな活動を行い、多くの子どもたちが保
護者や地域の大人たちと絆を深め、ふれ合う機会となっています。 

【コラム No8：福祉なんでも相談窓口】

社会福祉法で定められている社会福祉法人による地域公益活動の一環として、豊島区内で高齢
者施設、障害者施設、保育園などを運営する 25 の社会福祉法人が共同で、無料の相談窓口であ
る「福祉なんでも相談窓口」を開設しています。 

 ◆福祉なんでも相談窓口の運営方針◆ 
①社会福祉法にもとづく無料の地域公益活動とし、地域福祉の向上に努めます。
②どなたでも気軽に立ち寄れる総合窓口をめざします。
③相談は原則として断りません。どなたのご相談にも応じます。 
④区内の社会福祉法人が全体で相談・課題を共有し、豊かな地域づくりをめざします。 

写真
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取組方針③ 包括的な相談支援体制の確立に向けた分野横断・連携の強化

○ 専門相談支援機関や、より身近な地域の相談先、区役所の各担当課のいずれにおいても、支援を
必要とする人の相談を包括的に受け止め、チームアプローチによる対応を行います。

○ 単独の組織では対応が困難な複雑化・複合化した課題に対して、関係各課や関係機関が連携を
図るため、相談窓口を担当する職員を「福祉包括化推進員」として兼務発令し、役割・位置づけを
明確化するとともに、「福祉包括化推進部会」で課題解決に向けた全体調整を行います。

○ 制度の狭間の課題や複合的な課題を解決することを目的として、庁内関係課等が横断的に情報共
有や連携した対応を行う「福祉包括化推進会議」を設置し、関係各課との連携強化、包括的相談
支援体制を推進します。

○ 地域ケア会議や在宅医療連携推進会議、児童虐待防止ネットワーク等、多職種・多機関による会
議を活用し、包括的な相談支援体制の連携強化を推進します。

○ 生活困窮者の生活再建と早期自立を図るため、くらし・しごと相談支援センターにおいて、仕事や生
活などに不安を抱える区民に対し、専門の相談支援員が本人だけでなく、子ども等を含めた世帯全
体の相談支援を行います。

【主な取組】
● 区相談窓口に「福祉包括化推進員」を配置
● 多機関による横断的な相談支援を行うため「福祉包括化推進部会」を設置・運営

包括的相談→多機関協働までの流れ図（差し替え予定）
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施策③ 本人が望む社会とのつながりや参加を支えるために 

 ＜施策の目標＞ 
地域住民どうしのつながりが希薄化していく中で、孤独・孤立に陥らないよう、町会や自治会のような従来
からある地域コミュティの維持と機能向上を図るとともに、小規模単位の新たなコミュニティづくりの推進を支
援し、支え合い、助け合える関係性を普段の生活から築いていけるよう支援していきます。 

取組方針① 多様な社会参加の促進

○ 年齢・性別等の違い、国籍、障害の有無、経済状況などにかかわらず、自己実現を図りながらいきい
きとした生活を送れるよう、社会参加しやすい環境づくりを進めます。 

○ 支援の受け手としてとらえられがちな高齢者、障害者、子ども等が、支え手・担い手の一員として参
加・交流する場づくりやきっかけづくりを進めます。 

○ 趣味の多様化やインターネットの普及による小規模単位の新たなコミュニティ・居場所づくりを支援し、
多様な方が多様な形で社会に参加できるように支援していきます。 

○ 区民ひろばをはじめとする公共施設等のほか、空き家や空き店舗等を活用し、身近な地域の居場所
やサロン等の活動場所を増やす方策を推進していきます。 

○ 高齢者やひとり親家庭のほか、ニート（長期離職者）やひきこもり状態にある方など、さまざまな生き
づらさを抱える若者などに対し、それぞれの状況・特性に応じたオーダーメイドのプランで支援を行いま
す。 

○ 生活保護世帯については、労働意欲の減退や家計管理能力の低下など経済的給付を中心とした
支援だけでは課題の解決に至らない事例が増加していることから、専門的な知識をもった職員や、社
会福祉法人、ＮＰＯ法人などと連携し、受給者それぞれの状況に応じた自立支援プログラムを展開
していきます。 

○ 困難な問題を抱える１０代、２０代の女性に対し、「すずらんスマイルプロジェクト（P17 コラム２参
照）」など、チームすずらんによる支援体制を推進し、区関係部署がそれぞれに主体性を発揮するとと
もに、地域で活動している民間支援団体とも連携しながら、支援対象者が必要とする支援を包括的
に提供していきます。 

○ ひきこもり状態の人や判断能力が不十分な状態の人で、社会とのつながりが希薄になっている人に対
しては、継続的な支援を行い、地域社会に参加できる環境を整えます。 

【主な取組】 
● 社会参加のきっかけづくり 
● 地域活動に関する積極的な情報発信 
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取組方針② 文化の力を活かした社会参加支援 

○ 地域ごとにある伝統的な行事や祭りなどの文化活動、区内に点在する劇場などのほか、アニメやコスプ
レ大型店などサブカルチャーの拠点としての池袋の強みを活かし、企業・団体・学校・行政機関などが
連携・協働し、だれもが歩きたくなるウォーカブルなまちづくりを推進していきます。 

○ 障害のある方の独創的な感性から、素晴らしい作品を生み出せるきっかけをつくり、だれもが主役にな
れるチャンスを持つことができるよう、民間事業者における展示を含め、さまざまな機会を通じて芸術作
品の発表の場を提供していきます。 

○ 外国人支援団体等と連携し、料理や祭事といった互いの文化を知る機会を創出し、外国人の方が
地域活動に参加しやすくなる方策を検討します。 

【主な取組】 
● ウォーカブルなまちづくりの推進 
● 芸術作品等の展示機会の充実 

【コラム No9：“ウォーカブル”ってなに？】

ウォーカブルとは、「歩く」を意味する「walk」と「できる」の「able」を組み合わせた造語です。文字通り 
「歩きやすい」「歩きたくなる」といった意味を持っています。車中心だった都市から人中心の都市へ 
シフトするための言葉として、世界中で注目されています。 

どうして“ウォーカブル”なの？
ウォーカブルなまちづくりでは居心地がよく歩きたくなるまちなかの形成を目指しています。歩きたくなる 
まちなかになることで、地域消費や投資の拡大、観光客の増加や健康寿命の延伸、孤独・孤立の 
防止など、様々な地域課題の解決や新たな価値の想像につながることが期待されています。 

【コラム No10：池袋エリアプラットフォーム】 

池袋エリアプラットフォームは、「池袋のまちに存在する多くの都市空間や歴史的・文化的資源など、
多様なリソースを一層有効活用し、池袋で活動する方々と共に連携・協働して、まちの新しい個性や
魅力を創造・発信していく」ことを目指し、豊島区が、株式会社サンシャインシティ、東京建物株式会
社、独立行政法人都市再生機構と共に発起人となり準備を進めてきた組織です。主に池袋エリアの
企業・団体・学校・行政機関が参画し、民間が主体となって様々な課題や、将来のまちづくりの方向
性について検討し、まちの未来ビジョンの策定や具体的なプロジェクトにつなげていきます。 



51 

取組方針③ 多様な働き方に向けた支援

○ 高齢や障害、がん等の疾病などによる心身機能の低下、長期間ひきこもり状態にあった方など、個人
の状況や特性に応じて、本人の希望や知識、経験、能力を活かした多様な働き方ができる機会の確
保および提供をめざします。

○ 安定して働き続けられるよう、就職後のフォローアップを含めたサポート体制の充実に努めます。 
○ 福祉的就労を行っている就労支援施設等に対して、自主製品の販売促進や優先調達の推進など、
必要な支援を図っていきます。

○ 言葉や生活習慣の違いにより、就労先との関係性の構築が困難な外国人労働者および雇用先の
企業に対し、双方向の支援が行える方策を検討します。

【主な取組】
● 本人の状況にあわせた就労支援の推進
● 就職後のサポート体制の充実

【コラム No11：就労継続支援事業所】

多様な働き方に向けた支援として、就労継続支援があります。今回は、就労継続支援の中でも、雇
用契約を結ばず、障害への配慮や支援を受けながら働くことができる福祉的な就労の場として、区内の
就労継続支援Ｂ型の事業者をご紹介します。
ＮＰＯあおぞらでは、「あおぞら作業所」と「ワークスペースのぞみ」という２つの就労継続支援Ｂ型の
事業所を運営しています。利用している方たちの中には、ひきこもりの経験がある方、うつ病になった方、
精神科病院に長く入院されていた方など、様々な事情で働けなくなってしまった方がいらっしゃいます。自
分に合ったペースも様々なので、作業の工程をみんなで分担し、スタッフと相談しながら働くことができる環
境を整えています。また、心配事や悩み事を相談できる場所でもあるため、障害者の方々が地域で生活
を送るための居場所にもなっています。ある利用者の方は「みんな障害者だから、同じ悩みを抱えている
のでお互いに気遣うことができて、居心地が良い。」「難しい作業に苦労することもあるけれど、作ったもの
が売れると嬉しい。もっと頑張ろうと思える。」と語っていました。
就労や生産活動の機会の提供、また、就労意欲が

高まった人については、一般就労に向けた支援を行って
います。支援を受けながら働くための訓練を受けることで
本人が望む社会とのつながりや参加を支え、働くことの
喜びや達成感を得ながら地域で自立した生活を営む
ことのできるまちづくりにつながっているのではないでしょうか。

「あおぞら作業所」での作業風景
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取組方針④ 多様な住まい方に向けた支援

○ 低所得者、高齢者、障害者、子育て世帯、外国籍の方、その他住宅の確保に特に配慮が必要な
人（住宅確保要配慮者）が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、居住支援協
議会等と連携して情報提供をはじめとする必要な支援を行います。

○ 住宅確保要配慮者の安定した居住を支援するため、取り壊し等により転居する場合の家賃助成、
不動産関連団体と連携した入居支援、家賃債務保証制度の情報提供を行います。

○ 住宅部門と福祉部門の連携を強め、「建物」というハードと「サービス」というソフトを一体的にとらえた
適切かつ有効なサービス提供に取り組んでいきます。

○ 一般住宅での生活に不安がある人のため、住宅内のバリアフリー化を促進するとともに、福祉サービス
付きの住宅やグループホーム等の整備を進めていきます。

【主な取組】
● 居住支援協議会等との連携による情報提供および支援
● 高齢化に対応した居住支援の充実

【コラム No12：としま子ども学習支援ネットワーク「とこネット」】

とこネットは、子どもたちが環境等に左右されることなく学びの機会をもてる地域をめざして、子どもの無料
学習支援活動などを行っている団体・行政機関等が参加し結成しました。令和 5 年 6 月末時点で 15
団体が区内 19 か所で無料学習会を実施しており、順次加入団体が増えている状況です。

①ミラクル学習支援

②ちゅうりっぷ学習会

③放課後寺子屋
＠サンモール大塚・大塚駅南町会

④ジャンプ東池袋

⑲放課後学習会
＠カフェ hahaco

⑤クローバー朋有

⑥サンカククエスト・イッショニバンソウ

⑦クローバー

⑧みみずく学習会

⑨にじいろ学習会⑩WAKUWAKU勉強会

⑪カフェ塾テラコヤ

⑫ニコニコ子ども会
⑬聖シプリアン学習塾

⑭たけのこクラブ

⑮かみとえんぴつ

⑯ジャンプ長崎

⑰リホップ

⑱あおぞら学習会
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取組方針⑤ すべての子ども・若者に向けた参加支援 

○ すべての子ども・若者が生まれ育った環境に左右されることなく、夢や希望をもって成長できるよう、地
域全体で子ども・若者の未来を応援する施策を総合的に推進するため、子ども・若者への切れ目のな
い支援、子どもと保護者を孤立させない支援、行政と地域の連携・協働に取り組んでいきます。 

○ 経済的に厳しい状況におかれたひとり親家庭等に支援が確実につながるようにするため、子育て、教
育、生活から就労の問題まで、ワンストップでの相談支援体制を推進していきます。 

○ 貧困の世代間連鎖を断ち切るため、家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲のあるすべての子ども・
若者が必要な教育を受けられるよう、学習支援・進学支援の充実を図ります。 

○ 定時制・通信制高校在籍者、高校中退者、若年無業者等に対し、生活や将来に対する助言、就
労支援、居場所づくりなどを行っていきます。 

○ すべての子ども・若者の意見が尊重されながら社会に参加できるように、としま子ども会議や各施設に
おける利用者会議等の場を通じて意見表明の機会を十分確保するとともに、地域活動参加の機会
の確保や参加促進の支援を行います。 

○ ヤングケアラーの常設相談窓口を設置するほか、「ヤングケアラー支援コーディネーター」を配置し、家
庭内の問題として見えづらいヤングケアラーを、地域の関係機関とも連携しながらアウトリーチを行うこと
で早期に発見し、個々の状況を見極めながら適切なコーディネートを行います。 

○ 医療的ケア児や重症心身障害児など専門的な支援が必要な方に、適切な支援が行き届くよう、事
業者に対し継続的な支援を行うとともに、医療的ケア児等コーディネーターを配置し、関係機関の支
援の調整や相談体制を整えていきます。 

【主な取組】 
●子ども・若者支援の充実 
●学習支援・進学支援の充実 
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取組方針⑥ 多文化共生の促進 

○ 在住外国人と日本人区民、外国人同士が日常生活における習慣や文化の違いを相互に理解し、
交流が促進されるよう、地域の国際交流団体や交流活動を支援していきます。

○ 外国にルーツを持つ方への支援強化に向けて、区内の日本語教室や支援団体等とのネットワークづく
りを支援するとともに連携体制の構築を図ります。 

○ 区ホームページ等の広報媒体を通じ、外国人が地域の中で暮らすうえで必要な生活情報を多言語
で提供していきます。 

○ 支援が届きにくい在住外国人に対し、支援団体等との連携体制の強化、アウトリーチを含めた包括
的な相談支援ができる方策について検討していきます。 

【主な取組】 
● 在住外国人と日本人区民との交流団体・交流活動の支援 
● 在住外国人への学習機会・情報発信の充実 
● 在住外国人の地域生活定着支援 

【コラム No13：地域で行われている外国人支援の取組】 

 豊島区は、外国人住民が全住民の約１割を占めています。 

 新型コロナウイルスの影響で社会経済活動が激変したことにより、外国人が抱える生活課題が浮き彫りになり

ました。それを機に、外国人への食糧支援や相談窓口の開設など新たな地域活動が展開されています。 

多文化共生に向けた幅広い取組として、日本語教室や学習支援、産前産後のサポート、生活困窮者への

炊き出し、フードドライブなどが区内のさまざまな場所で行われています。 

地域活動の一つとして、「としまる（TOSHIMA Multicultural Support）」を紹介します。 

【としまる（TOSHIMA Multicultural Support）】  

 としまるは、公益社団法人シャンティ国際ボランティア会が 

実行主体となり、令和 3年 5月から始まった外国人支援の 

一つです。主な支援内容としては、毎月 1回開催を目標に 

フードパントリー（食糧支援）を行い、必要に応じて 

社会福祉協議会職員や弁護士などの専門職が相談も 

受け付けています。フードパントリーやセミナーとあわせて 

実施した相談会は、令和 3年に 10回、令和 4年に 

14 回開催され、来場者は計 742名にものぼりました。 
相談会の様子 
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施策④ 誰もが支え合える 人・地域づくり 

 ＜施策の目標＞ 
 これまで行ってきた、高齢・障害・子どもといった対象者別の地域づくり支援を引き続き推進していくととも
に、コミュニティソーシャルワーカーや高齢者の生活支援推進員（生活支援コーディネーター）などを中心
に、特定の世代や属性にこだわらない新たなコミュニティの立ち上げ支援や支援者同士のネットワーク構築
を進めます。 

取組方針① 地域における新たな支え合い活動の促進と担い手の養成 

○ 町会・自治会等による従来からの地域の支え合い活動を支援するとともに、個人や NPO 法人等団
体による新たな支え合い活動の立ち上げ支援・育成・情報発信を行っていきます。 

○ 災害発生時には、地域住民の協力・支え合いが不可欠です。地域の防災訓練を実施している町会
等の高齢化が進んでいることを踏まえ、防災訓練に若い世代が主体的に参加できる方策を検討しま
す。 

○ アクティブシニア等の地域住民が、これまでの経験を活かして新たな担い手として地域活動に参画でき
る仕組みづくりや関心を高めるための情報発信を進めます。 

○ 支え合い活動のメンバーの中から、地域保健福祉のリーダーやキーパーソンとなる人材を育成していき
ます。 

○ 地域との関係が希薄になりがちなタワーマンションや都営住宅などの大規模集合住宅等、その地域や
特性に適した地域コミュニティのあり方や関わり方について検討していきます。 

○ 健康寿命を延伸し、高齢者が住み慣れた地域でいきいきと生活できる介護予防・フレイル対策を進
める地域づくり活動を支援します。 

【主な取組】 

● 地域の支え合い活動の発掘・育成  
● 地域福祉サポーターの育成・活用（社会福祉協議会） 
● 大規模集合住宅等に適した地域コミュニティのあり方等の検討 
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取組方針② 地域コミュニティの拠点づくりと多彩な居場所づくり 

○ 地域コミュニティの拠点である区民ひろばでは、介護予防や健康プログラムなどの高齢者の健康活動
支援、親子遊びプログラムなどの子育て支援に加え、多世代が参加できる各種イベントや季節行事
等を充実させ、子どもから高齢者までの世代間の交流を促進します。 

○ 区民ひろばにおける SDGs活動を一層促進していきます。 
○ 区民ひろばをはじめとする公共施設等のほか、区内企業の会議室、空き家や空き店舗等を活用し、
身近な地域の居場所やサロン等の活動場所を増やす方策を検討していきます。 

○ 地域の人が誰でも気軽に立ち寄り、福祉に関わらず、生活の困りごとを相談できる地域のプラットフォ
ームづくりを検討します。 

【主な取組】 
● 区民ひろば等における世代間交流イベント等の充実 
● 空き家や空き店舗等を活用した身近な地域の活動場所づくり 

【コラム No14：豊島区の多様な居場所づくり①～地域貢献型空き家利活用事業】 

豊島区では、地域コミュニティの活性化や地域コミュニティの再生、地域まちづくりの推進などの公益目
的のために空き家を活用する「地域貢献型空き家利活用事業」を令和元年度から実施しています。この
事業は、空き家を地域貢献のために提供したいと考えるオーナーと地域貢献活動を展開したい団体を区
がマッチングし、活動に必要な空き家のリフォーム費用を助成するものです。 
大塚にある「里葉（りよう）」は、この事業を活用して空き家をリノベーションしたコミュニティカフェです。
「人とのつながりを生む 本と庭のある場所」をコンセプトに、地域の中にくつろげる場所を提供し、人々が
交流できる空間を創出しています。 
シェアキッチンやイベントスペースとして貸出の他、ブックトークや子ども食堂、コミュニティソーシャルワーカ
ーによる「なんでも相談会」等も実施しており、地域の人々の交流の場になっています。 

「里葉」の内観 「里葉」の外観・庭 
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【コラム No15：豊島区の多様な居場所づくり②～子ども食堂】 

〇 としま子ども食堂ネットワークとは 
「子ども食堂」は地域のおとなが子どもや保護者に無料や安価で食事を提供する取組です。貧困家庭や
孤食などの家庭環境にある子どもの食事を提供し、安心して過ごせる場所として始まりましたが、最近は対
象を限定しない食堂も増えています。 
 平成 28年 9月、子ども食堂が連携・協力して課題の解決を図るとともに、参加する子どもやその保護者
が地域の仲間と繋がりながら成長していくことを目的に、子ども食堂の活動をしている団体等により「としま子
ども食堂ネットワーク」が結成され、令和 5年 3月末現在 23 の子ども食堂が参加しています。 
 区は「としま子ども食堂ネットワーク」の事務局として、その活動を広く周知し、運営が安定して継続できる
よう、ネットワーク会議や研修会の開催、リーフレットの作成などの支援を進めていきます。 

〇 ほんちょこ食堂
子ども食堂「ほんちょこ食堂」は平成 28 年に開設されました。月２回開催され、５０名分の食事を用
意しており、毎回多くの子どもで賑わっています。食事のメニューは、カレーを中心に子どもたちに大人気のシ
ュウマイやウインナーソーセージ、煮物などを副菜として提供しています。 
当初は、シングルマザー・シングルファーザーのお子さんを中心に利用いただくことを目的としていましたが、
年代を問わず地域に根差した気軽に利用できる「誰でも食堂」を目指しています。 
今後、同じような活動が区内に増え、たくさんの人の居場所となることがスタッフの願いです。 
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取組方針③ 地域住民や地域活動団体等との協働と連携の仕組みづくり 

○ 区は、民生委員・児童委員、青少年育成委員、町会・自治会、商店会、社会福祉法人、民間企
業、ＮＰＯ法人、ボランティア、大学・専門学校などが、それぞれの役割に応じた地域活動を行い、
各活動が相互に作用していく連携と協働の仕組みづくりを推進していきます。 

○ 地域で活動する団体や個人が地域保健福祉の増進に寄与する活動をしやすくするため、人材、技
術、財政等を含めた支援方策について検討していきます。 

○ 地域貢献や社会貢献活動への機運の高まりにあわせ、大学・専門学校や民間企業等へ働きかけ、
協働事業の実施や協定等を活用して、高度な知的資産の地域への還元、学生や社員の地域保健
福祉活動への参加を促進していきます。 

【主な取組】 
● 大学・専門学校、民間企業等との協働事業の実施や協定等の推進 
● ボランティア団体等との連携・活動支援（社会福祉協議会） 

取組方針④ 文化の力を活かした地域づくり 

○ 区の強みである「文化」のもつ包容力を最大限に活かし、一部の人を排除する「社会的排除」から、す
べての人を包み込む「社会的包摂（ソーシャルインクルージョン）」への転換を推進していきます。 

○ 区内各地域のそれぞれの文化や特色を活かし、人々が地域に誇りをもち、お互いに支え合えるような
地域づくりを促進していきます。 

○ 区民参加の文化芸術振興を通じて、地域の魅力の向上や、ともに暮らしやすい地域の土壌づくりを
進めます。 

○ 高齢者、障害者、子ども、外国人を含むすべての区民が、主体的に文化芸術活動に参加できるよう
な機会提供に努めていきます。 

【主な取組】 
● 福祉と文化の融合の推進 
● 文化芸術活動への参加促進 
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取組方針⑤ 福祉教育の推進 

○ 福祉についての基本的な知識をより多くの人に広く理解してもらうため、区民ひろば、小・中学校、民
間企業等において、福祉に関する講演や講座等を実施していきます。 

○ 高齢者や障害者等との交流体験などを通じて、地域でともに暮らしていくために必要なことを学べるよ
うな福祉教育を促進していきます。 

○ 出前講座やとしまコミュニティ大学など、多様な学習機会を活用していきます。 

【主な取組】 
● 区民ひろば、学校、民間企業等での各種講演・講座の実施 
● 出前講座・出張相談会の開催（社会福祉協議会） 

【コラム No16：街全体をキャンパスに！豊島区と区内大学との地域連携に関する包括協定】 

豊島区では、区内８大学※と地域連携に関する包括協定を締結しています。この協定では、「街全体を
キャンパスに！」というコンセプトにもとづき、それぞれの人的・知的・物的資源の交流を図り、教育機能の向
上ならびに豊かな地域社会の創造をめざしています。 
 この包括協定から生まれた協働事業のとしまコミュニティ大学は、人づくり・活動づくり・地域づくりのための
総合的な学びの場で、各大学の特色を活かした多彩なプログラムが展開されています。講座は各大学の教
室等で行われ、令和４年度までに延べ人数で約 45,000 人の方が受講しています。  
あなたもいっしょに参加してみませんか？

※区内８大学：学習院大学・川村学園女子大学・女子栄養大学・大正大学・帝京平成大学・ 
東京音楽大学・立教大学・東京国際大学 
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施策⑤ 問題の早期発見・早期対応の強化 

 ＜施策の目標＞ 
本人や家族の意向や事情に配慮したアウトリーチ型の支援は、孤独・孤立対策にも有効な手段である
ことから、多様な主体による積極的なアウトリーチ活動を推進します。アウトリーチ活動等による訪問時に、
複合的な課題を有する世帯であったことが判明した場合、他の関係機関と連携するなど、包括的な支援
が行える体制づくりを推進していきます。 

取組方針① アウトリーチ活動の推進による問題の早期発見・早期対応 

○ ひきこもりの若者や認知症の疑いのある単身高齢者、ヤングケアラー・若者ケアラーなど、支援が必要
であるにもかかわらず自ら支援を求めない人（求められない人）を早期に発見するため、積極的なア
ウトリーチ活動を行い、必要に応じて関係機関による支援、見守りにつなげていきます。 

○ 関与を拒否する要支援者（セルフネグレクト）に対しては、緩やかな見守りを行いつつ、多職種・多
機関の連携により継続的に働きかけ、異変を発見した場合には早期対応を図ります。 

○ 急速な増加が想定されている認知症は、早期治療により改善が図られたり進行を遅らせられたりする
場合があることから、予兆の段階からの相談を促進するとともに、専門職チームのアウトリーチ等を推進
することにより、早期発見・早期診断につなげます。 

○ 生活困窮者は単に経済的に困窮しているだけでなく、社会的に孤立していたり、従来の福祉制度の
狭間にあってサービスの受給対象外となっていたりする場合も多いことから、各関係機関と連携し、問
題解決に向けて個々人の状況に応じた包括的な寄り添い型の支援を行っていきます。 

○ さまざまな理由で医療機関を受診できずに日常生活に困難をきたしている方に対し、本人の意向を
尊重しつつ、地域で安心した生活が送れるよう、保健医療連携チームによる訪問を行っていきます。 

【主な取組】 
 ● アウトリーチ活動の推進 
 ● 個別の状況に応じた寄り添い型の支援 

【コラム No17：アウトリーチ活動とは】 

アウトリーチとは、「手を伸ばす、手を差し伸べる」という意味で、医療や福祉の分野で潜在的なニーズや
問題等を早期に発見し、必要なサービスや支援につなげるため、支援が必要な人に対して支援者の方から
積極的に訪問して支援を提供することです。 
行政の窓口に来た人の相談に応じるだけではなく、窓口に来られない人への支援を積極的に行うことで、
問題の早期発見・早期対応、問題の深刻化の予防を図ることができます。 



61 

取組方針② 地域における見守りの推進

○ 民生委員・児童委員、青少年育成委員、高齢者総合相談センターの見守り支援事業担当をはじ
め、町会・自治会、商店会、高齢者クラブ、ＮＰＯ法人、地域福祉サポーター等のボランティアなど、
多様な主体による見守り活動を促進するとともに、各活動のネットワーク化を進めます。 

○ 民生委員・児童委員、町会・自治会、コミュニティソーシャルワーカー等の連携により、災害時要援護
者地域共有名簿を活用した平常時からの見守り支援体制を構築していきます。 

○ 関係者間の連携を促進するため、個人情報保護に留意しつつ、効果的な個人情報共有の仕組み
を整備していきます。 

○ 郵便・宅配事業者、消費生活協同組合（生協）、インフラ事業者等と連携し、民間企業等の事
業中の見守り活動を促進していきます。 

○ 救急通報システムや位置情報システム、関係機関の情報共有ツールなど、ＩＣＴ（情報通信技
術）の活用を推進していきます。 

【主な取組】 
● 多様な主体による見守り活動の促進 
● 災害時要援護者地域共有名簿を活用した平常時からの見守り支援体制の構築 
● 個人情報共有の仕組みの整備 
● 地域福祉サポーターの育成・活用（社会福祉協議会） 

【コラム No18：地域の小さなアンテナ役「地域福祉サポーター」】 

地域福祉サポーターは、身近な地域の中で、不安や悩みを抱えた人に気づき、声かけ等を行う小さなアンテナ役

です。豊島区に在住・在勤・在学の 18 歳以上の方であれば誰でも登録することができ、令和５年４月現在、 

２７３名の方が活動しています。 

 地域福祉サポーターの活動により、単身で生活をしていた方が自宅で動けなくなった際に異変に気づき、救急搬送

につながったこともあります。 

 コミュニティソーシャルワーカーや民生委員・児童委員と連携をしながら、住民同士が支え、支えられて地域で生きて

ゆく「ささえあいの仕組みづくり」をめざしています。 
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施策⑥ 権利擁護の推進

 ＜施策の目標＞ 
すべての区民の人間性が尊重され、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続けられるように、権
利擁護支援体制の整備を推進します。また、権利擁護支援を必要とする人が、孤独・孤立の状態に陥る
ことのないように、区の関係各課・関係機関との連携を強化し、地域社会への参加を促進します。 

取組方針① 人権意識の普及・啓発 

○ 子どもや高齢者等への虐待・いじめ、配偶者等による暴力、障害者や外国人等への差別や偏見、多
様な性自認・性的指向の人々への偏見、犯罪被害者や刑余者（刑務所出所者等）への偏見や
嫌がらせ、特定の人種や民族への憎しみをあおるような差別的言動などの人権問題について、正しい
理解と認識を深め、人権が尊重される心豊かな社会をつくるため、積極的に意識啓発していきます。 

○ 権利擁護の制度や差別解消、虐待防止などについて、広報としまや区ホームページのほか、相談窓
口での案内や講演会・パネル展示等の実施など、さまざまな手段や機会を通じて情報発信、情報提
供を行います。 

○ 子どもの権利を守り、成長を支援する仕組みを定めた「豊島区子どもの権利に関する条例」が、広く
子どもや子どもに関わる大人に浸透するよう、様々な手法での普及啓発や学習機会の確保に取り組
んでいきます。 

【主な取組】 
○人権問題の意識啓発
○権利擁護、差別解消、暴力・虐待防止等に関する積極的な情報発信・情報提供 
○子どもの権利に関する研修・講座の実施

「なやミミ」 「すいトリ」
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取組方針② 虐待防止および人権の尊重

○ 地域の多様な主体による見守り活動を促進することにより、地域の目を増やし、高齢者、障害者、子
ども等への虐待や権利侵害の未然防止を図り、早期発見・早期対応に努めます。

○ 暴力・虐待、権利侵害等の発見から速やかに支援につなげていくため、相談・通報窓口の周知を進
めるとともに、相談支援体制の充実を図ります。

○ 障害者権利擁護協議会を中心に障害者差別解消に向けた取組を推進するとともに、障害者虐待
防止センターによる障害者虐待の未然防止、早期発見・早期対応に取り組んでいきます。

○ 豊島区子どもの権利に関する条例にもとづき、子どもの権利の観点から施策の充実を図るほか、令和
5 年 2 月から開設された児童相談所と子ども家庭支援センターとの緊密な連携により、子どもの権利
擁護および虐待対策を総合的に推進していきます。

○ さまざまな理由で親元から離れて暮らす子どもが、心身ともに健やかに養育されるよう、社会的養育に
関する普及啓発や里親・子どもショートステイ協力家庭の育成等、必要な支援を行うとともに、全小
学校区への登録里親家庭の配置を目指します。

○ コミュニティソーシャルワーカーやスクールソーシャルワーカー、ヤングケアラー支援コーディネーターなど多
種多様な専門員からの働きかけにより、関係機関相互の連携をさらに強化し、継続的で切れ目のな
い組織的な対応を図っていきます。

【主な取組】
○虐待防止・権利擁護に関する相談支援体制の充実
○社会的養育の推進

【コラム No19：としま子どもの権利相談室】

「としま子どもの権利相談室」（以下、相談室）は、「豊島区子どもの権利に関する条例」を踏ま
え、子どもの権利を保障するための公的な第三者機関として子どもの権利侵害に関する相談に応じる
ための窓口です。豊島区に在住・在学・在勤の 18 歳未満の方であれば誰でも相談ができ、子どもの
権利侵害に関わる相談であれば、おとなからの相談も受け付けています。
相談室では、子どもの権利相談員が子どもからの声や SOS を受け、助言や

支援を行うとともに、権利侵害にかかる相談を子どもの権利擁護委員に
つなげることで、権利を侵害された子どもの最善の利益のため、迅速かつ
適切な救済を図っていきます。
また、権利侵害にかかる適切な相談につなげていくため、子どもや子どもに関わる

おとなが「子どもの権利」について、正しく理解できるよう「豊島区子どもの権利に関する
条例」の趣旨や子どもの権利についての普及・啓発も行っていきます。 「なやミミ」
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取組方針③ 成年後見制度等の利用促進【成年後見制度利用促進基本計画】 

○ 適切な権利侵害からの回復支援や意思決定支援の体制整備に向け、国の定める成年後見制度
利用促進基本計画の方向性を踏まえ、高齢・障害といった専門部署および地域連携の拠点となる
中核機関の委託先である豊島区民社会福祉協議会と連携を進めていきます。

○ 意思決定支援に関する詳細については、各種の個別計画において、具体的な施策や事業等を示し
ていきます。

○ 権利擁護の支援が必要な方を早期に発見し、速やかに適切な支援につなげるため、従来の保健・医
療・福祉の連携に加え、司法も含めた地域連携の仕組み（権利擁護支援の地域連携ネットワー
ク）を整備します。

○ 区民後見人の育成及び活躍支援をさらに推進するとともに、親族後見人等が安心して後見業務に取
り組んでいけるよう支援します。また、長期にわたって安心して制度を利用できるよう、法人後見の促進
を図ります。

○ 中核機関において、法定後見制度や任意後見制度の利用相談に応じ、制度の概要や申立方法に
ついて説明を行うとともに、弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職団体の協力を得て、相談体
制の強化を図ります。

○ 地域福祉権利擁護事業の対象者の中で、保佐・補助類型の利用や後見類型への転換が望ましい
方については、スムーズに成年後見制度へ移行されるように取り組みます。

○ 本人の生活状況等を踏まえ、本人の利益保護のために最も適切な成年後見人等が選任されるよう、
また、受任後の状況による成年後見人の交代も含め、成年後見人等候補者の調整や支援方針の
検討を行い、家庭裁判所との連携を図ります。

○ 早期の段階からの制度利用を促進するため、区民や関係者など、幅広く普及・啓発を図ります。
○ 制度の利用ができずに適切な支援が受けられないことがないよう、身寄りがない等で申立てが困難な場
合に親族に代わって区長申立てを行うとともに、成年後見人等への報酬助成や申立費用助成を行う
ことにより、制度の利用が図られるよう支援します。

【主な取組】 
○意思決定支援に係る研修の実施 
○成年後見人等の担い手の育成及び活躍支援 
○成年後見制度の普及・啓発および相談支援体制の充実 
○区長申立て、報酬助成、申立て費用助成の実施 
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【権利擁護支援の地域連携ネットワーク】

＊チーム…成年後見人等と、本人に身近な親族や福祉・医療・地域の関係者等が協力して、日常的に本人を見守り、本

人の意思や状況を継続的に把握し、対応する仕組み。

＊豊島区成年後見等利用促進協議会…法律・福祉の専門職団体や関係機関による、チームを支援する体制。中核機

関の「サポートとしま」が事務局を担う。

【コラム No20：成年後見制度と「サポートとしま」】

成年後見制度とは、認知症や知的障害その他の精神上の障害によって、判断能力が不十分な人
の日常生活を法律的に支援する制度のことです。
豊島区では、平成 15 年 4 月に福祉サービス権利擁護支援室「サポートとしま」が設置され、高齢
者や障害のある方等の福祉サービスや成年後見制度の利用に関する支援を行ってきました。
これらの実績を踏まえ、令和 4 年度に中核機関の運営が「サポートとしま」に委託され、令和５年

度に設置された「豊島区権利擁護支援方針検討会議」及び「豊島区成年後見等利用促進協議
会」の事務局を担うなど、さらなる権利擁護支援の取組を行っています。
成年後見制度において重要とされる事は「本人の思い・意向」です。判断能力が低下してからで

は、「本人の思い・意向」に基づいた支援を行っていくことが難しくなります。そのため、本人の判断能力
があるうちに、「その時」に備えて伝えておきたいことをまとめるエンディングノートの作成等、終活をするこ
とが必要です。
今後は、「豊島区終活あんしんセンター」による終活支援とも連携するなど、支援が必要な方の発

見から支援までをコーディネートし、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう取り組んでいきま
す。
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施策⑦ 健康的な生活の維持・増進 

 ＜施策の目標＞ 
誰もがその人らしく健康な生活を維持・増進できるように、ライフステージに応じた健康づくりと予防対策を強
化していきます。

取組方針① 予防の取組の強化 

○ 未然防止、早期発見・早期対応、重度化防止、再発防止等の各段階における日頃からの予防の
取組を強化していきます。

○ 生活習慣病をはじめとする疾病や、高齢期のフレイル（虚弱）、嚥下障害をはじめとするオーラルフレ
イル、要介護状態、認知症等を予防するため、若年期からの健康づくり、介護予防等を推進します。

○ 高田介護予防センター、東池袋フレイル対策センターにおいて、専門職による相談や各種講座の実
施等、フレイル対策の取組を進めるほか、住民主体の通いの場としての機能の充実も図ります。

○ 健康診断、がん検診等の受診率向上を図るほか、受動喫煙防止対策、禁煙支援などにも取り組み
ます

○ 予防活動には、本人へのアプローチだけでなく地域との連携が不可欠です。主体的に予防活動に取り
組むリーダーやサロン等でボランティア活動を行う人材の養成を進め、養成後も、希望に沿った活動が
継続的に行えるよう、両者をつなぎ、支援する体制を整備します。 

○ 認知症等の区民の関心の高いテーマを題材に、予防や早期発見・早期対応の大切さや重要性につ
いての理解促進を図るなど、福祉教育や健康教育を推進していきます。 

○ 「けがや事故等は偶然の結果ではなく、原因を分析することで予防できる」というセーフコミュニティの取
組を推進し、区民の安全・安心と健康の質の向上を図っていきます。 

【主な取組】 
○若年期からの健康づくりの推進 
○住民主体の通いの場づくり 
○介護予防活動の担い手の養成と定着支援 
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取組方針② こころと体の健康づくりの推進

○ 病気の早期発見・早期治療や周りの方の接し方について相談や講演会を行ない、病気になっても地
域の一員として安心して自分らしい暮らしができるよう支援していきます。 

○ 自殺予防及びうつ病予防対策は、「自殺・うつ病の予防対策委員会」で検討し、地域のネットワーク
強化を進めるとともに、相談窓口の周知、ゲートキーパーの養成、うつ病の受診・自殺未遂者支援、
若者のこころの健康づくりに取り組みます。 

○ 臨床心理などの専門知識を持った、生きづらさ支援員を配置し、さまざまな生きづらさを抱える方に対
し、それぞれの状況・特性に応じたオーダーメイドのプランで支援を行います。 

○ 地域にある様々な相談先や自分にあった居場所が見つけられるよう、居場所マップを作成し、居場所
の充実を図ります。 

○ 女性の生涯を通じた健康課題について、多職種による総合的な相談を実施し、各ライフステージに合
わせた支援を行います。

○ 持続可能な社会に関する課題や健康寿命の延伸に関する課題も含めた社会問題にも対応するた
め、各年代に応じた食育、運動習慣の定着、歯と口腔の健康推進など、健康づくりの取組を行ってい
きます。 

【主な取組】 
○精神保健福祉対策の充実
○居場所の充実 
○ライフステージに合わせた健康づくりの推進

取組方針③ 感染症対策の強化

○ 感染症の流行、重症化を防止するため、定期予防接種の接種率向上を図るとともに、任意予防接
種の費用助成を推進し、感染症予防対策の強化を図ります。

○ 広報・ホームページや講習会の開催などにより、感染症に対する正しい知識や予防対策の普及啓発
を行います。

○ 新型コロナウイルスのような感染症の流行期に、発熱時等の診察・検査・処方などを受けられる、かか
りつけ医の重要性を日頃より医師会と連携して周知します。

○ 感染症発生時には、電話相談や自宅訪問などにより、単身の高齢者や外出が難しい方などにワクチ
ン接種予約等の支援を行える体制を整備します。

【主な取組】 
○予防接種の推進 
○感染症予防対策の普及啓発 
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施策⑧ 保健福祉人材の確保・育成とサービスの質の確保および向上 

 ＜施策の目標＞ 
 保健福祉サービスの質の確保および向上に向け、区職員や民間事業者の保健福祉専門職等の充実・
レベルアップに継続的に取り組むとともに、民間事業者に対する指導および監査の充実を図ります。 

取組方針① 保健福祉専門職等の確保・定着・育成 

○ 将来の保健福祉専門職等の担い手を確保するため、中高生などの若年層をターゲットとして、仕事の
魅力を発信するなど、積極的な普及・啓発を図ります。

○ 区内に事務所を有する社会福祉法人で形成する豊島区社会福祉法人ネットワーク等と連携・協働
し、高齢、障害といった分野ごとに合同説明会を実施するなど、区内事業者の保健福祉専門職等の
人材確保を支援します。

○ 外国人人材の受入れなど、事業者のニーズを把握したうえで、新たな人材確保に向けた事業者の取
組を支援していきます。

○ 資格を有しながら、医療や保健、福祉の第一線から離れている潜在的な専門職等の活用を推進し
ていきます。

○ 事業者向けの研修の実施や ICT を活用した業務効率化、借り上げ住居の家賃助成など、働きやす
い職場環境を実現することで、人材の定着を図ります。

○ 民間の保健福祉サービス提供事業者が良質なサービスを安定的に供給できるよう、社会福祉士、介
護支援専門員、相談支援専門員、介護福祉士、精神保健福祉士、保育士、保健師、公認心理
師といった保健福祉専門職等の人材育成を強化していきます。

○ 区と区内事業者が連携し、区内事業者を講師とした合同研修を実施する等、豊島区全体の福祉
人材育成を図ります。

○ 区内大学や民間企業等と連携し、保健福祉専門職等に対して、より高度で専門的な学習や技術
習得の機会を提供できる仕組みを検討し、民間事業者の人材育成活動がさらに促進されるよう支
援していきます。

○ 保健福祉専門職等をはじめとする区職員の現場対応力を高めるため、区と社会福祉法人等との間
で職員の派遣交流を実施し、相互のスキルアップを図ります。

○ コミュニティソーシャルワーカー体験研修の実施など、職員が現場を体験する機会を確保し、区職員の
現場対応力の向上を図ります。

○ 複雑化・複合化した事例に対応する区職員等の、他機関へつなぐ力、課題解決への提案も含めたコ
ーディネート力を強化していきます。
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【主な取組】 
○中高生向けお仕事パンフレットの作成 
○事業者・保健福祉専門職等向けの研修の実施 
○区と社会福祉法人等との間の派遣交流の実施 
○区職員向け研修の実施 

取組方針② 保健福祉サービスの質の確保および向上 

○ 民間事業者が提供する保健福祉サービスの質の確保および向上を図るため、必要な情報提供、各
種講演会や研修の実施、関係機関との連携支援などを行います。

○ 社会福祉法人および民間事業者の経営やサービス提供の適正化を図るため、区の関係各課の連携
により、指導および監査の充実を図ります。 

○ サービスの質の向上に向けた事業者の自主的な取組を促進するため、民間事業者に対し、福祉サー
ビス第三者評価の受審を働きかけます。 

【主な取組】 
○社会福祉法人および保健福祉サービス提供事業者に対する指導検査・監査の充実 
○事業者への福祉サービス第三者評価の受審勧奨 

写真 
or 

イメージ図 
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施策⑨ 災害時の福祉・医療・保健衛生体制の整備

＜施策の目標＞ 
災害時において特に配慮が必要とされる高齢者、障害者、傷病者、乳幼児等に対して、災害に対する
日頃の備えから避難、災害発生後の支援に至るまで、切れ目のない支援が行われる体制づくりを進めま
す。 

取組方針① 災害時要援護者への支援体制の整備 

○ 災害時要援護者への支援体制づくりを円滑に進めるため、防災部局及び福祉部局が中心となって、
部局横断的に検討・取組を進めていきます。

○ 災害時に迅速な支援が行えるよう、災害時要援護者及び避難行動要支援者を掲載した「災害時
要援護者地域共有名簿」を警察署、消防署・消防団、町会・自治会、民生委員・児童委員、豊島
区民社会福祉協議会、高齢者総合相談センター等に平常時から共有し、共助に向けた顔の見える
関係づくりを進めます。

○ 避難の実効性を高めるため、高齢者や障害者などの要配慮者のうち、避難するときに特に支援が必
要な人（避難行動要支援者）の一人ひとりに、個別避難計画を作成します。

○ さまざまな状況にある人々に対して漏れなく的確かつ正確に情報を伝えられるよう、災害時の情報伝
達のあり方について検討していきます。 

○ 災害時に迅速な安否確認ができるよう、救援センターを基軸とした安否確認の方法に加え、日頃から
災害時要援護者と身近に接している福祉サービス事業者を活用した安否確認の仕組みを構築しま
す。 

○ 社会福祉法人等との連携により、救援センター（避難所）での避難生活が困難な区民のための福
祉救援センター（福祉避難所）の確保に努めるとともに、開設・運営の仕組みを整備、訓練していき
ます。

○ 災害発生後も自宅にとどまる災害時要援護者への支援体制について検討していきます。
○ 災害ボランティアの受け入れについては、関係機関と連携して、一般ボランティアのほか、保健福祉専
門職等の受け入れ・活用等についても検討していきます。

【主な取組】 
○個別避難計画の作成 
○災害時の安否確認体制の整備 
○福祉救援センター（福祉避難所）の整備 
○災害ボランティアの受け入れ・活用等の検討 
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【コラム No21：災害時要援護者と避難行動要支援者とは】 

高齢者、障害者、乳幼児等の災害時に特に配慮が必要な方を「要配慮者」といいます。 
要配慮者のうち、特に援護が必要な方を「災害時要援護者」、避難するときに特に支援が必要な
方を「避難行動要支援者」といいます。 
豊島区ではこうした方を地域で支えるため、災害時要援護者と避難行動要支援者を掲載した「災
害時要援護者地域共有名簿」を作成し、警察署、消防署・消防団、町会・自治会、民生委員・児
童委員、豊島区民社会福祉協議会等に提供することにより、平常時から顔の見える関係づくりを進め
ています。 
また、避難の実効性を高めるために、避難行動要支援者一人ひとりについて、災害時に誰が支援
するか、どこに避難するか、避難するときにどのような配慮が必要か等を定めた、「個別避難計画」を作
成していきます。 

【コラム No22：安否確認の仕組み】 

災害時、自分の身は自分で守ることが最も重要です。しかし、災害時要援護者は、情報把握や避
難などの行動が速やかに行えない立場にあります。災害発生から 72 時間を経過すると生存率が急激
に低くなるため、迅速な安否確認を行い、 
避難誘導や救出・救助活動につなげて 
いくことが重要です。 
豊島区は、災害時に迅速な安否確認を 
行うため、救援センターと福祉サービス事業所を 
中心とした体制づくりを進めています。 

【コラム No23：福祉救援センター（福祉避難所）とは】 

地震等の災害により自宅が倒壊するなどし、住むことができなくなった方々は、区立小中学校等の
「救援センター」に避難して、避難生活を送ることになります。救援センターには、要配慮者のためのスペ
ースとして福祉室を設置しますが、例えば寝たきりの高齢者や常時介護が必要な障害者などは、救援
センターとは異なる福祉的な配慮が必要となります。 
そのような特別な配慮を必要とする方を二次的に受け入れる避難所が「福祉救援センター（福祉

避難所）」です。 
区分 福祉救援センター 
介護型 特別養護老人ホーム 
通所型 心身障害者福祉センター、福祉作業所、生活実習所、特別支援学校等

子育て支援・ 
乳幼児対応型 区立保育園、子ども家庭支援センター 
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取組方針② 災害対策を通じた地域づくり 

○ 民生委員・児童委員、町会・自治会、コミュニティソーシャルワーカー等の連携により、災害時要援護
者地域共有名簿を活用した平常時からの見守り支援体制を構築していきます。 

○ 日頃から災害時要援護者等と地域との関係性を高め、日常のあいさつや声かけを促進するとともに、
災害時の避難方法や安否確認等についての共通認識を醸成します。 

○ 区は、災害時要援護者や地域で暮らす子ども、中高生、外国人などさまざまな人々に地域の防災訓
練等への参加促進に向けた支援を行います。 

○ 区内大学と連携し、講演会やワークショップ等を開催し、防災意識の向上、一人ひとりを支え合える
地域づくりに向けた支援を防災・福祉部局で連携して推進していきます。 

【主な取組】 
○災害に備えた日頃からの関係づくり 
○地域の防災訓練等への参加促進 

取組方針③ 災害時の医療・保健衛生体制の構築 

○ 医療救護活動を迅速かつ効率的に行えるよう、緊急医療救護所、医療救護所を整備するとともに、
緊急医療救護所、医療救護所でトリアージした負傷者を災害拠点連携病院等に搬送する手段を
確保します。

○ 在宅人工呼吸器使用者に対する災害時個別支援計画を整備するなど、関係機関等の連携による
災害時の支援体制を整備します。 

○ 大規模災害時における、帰宅困難者に対する医療救護活動が迅速かつ的確に行えるよう、公民連
携した医療体制の整備について検討していきます。 

○ 災害発生による初期医療の混乱を最小限にとどめ、医療体制を確立するため、区内病院や医師
会、歯科医師会、薬剤師会、看護師会などの関係機関と連携して、緊急医療救護所開設などの訓
練を実施していきます。 

【主な取組】 
○緊急医療救護所・医療救護所等の整備 
○災害医療訓練の実施 
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施策⑩ 福祉のまちづくりの推進 

＜施策の目標＞ 
日常生活上のさまざまな障壁（バリア）を解消し、年齢、性別、障害の有無、国籍や人種等の違いに
かかわらず、誰もが安全・安心で快適な暮らしを実感し、気軽に外出したいと思える環境づくりを推進してい
きます。 
また、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した情報機器の普及など情報提供の手法の幅が拡がる中、
年齢や障害の有無、国籍や人種等の違いにかかわらず、誰もがいつでも必要とする情報に簡単にたどりつ
け、手軽に利用できるよう、情報アクセシビリティの強化を図ります。 

取組方針① まちのバリアフリー化の推進 

○ 鉄道駅や多くの人が利用する施設などでは、エレベーターやエスカレーター、スロープ、トイレ、視覚障
害者用の誘導ブロックの設置、段差の解消などのバリアフリー化を促進します。また、授乳やおむつ替え
等の子育て支援スペースや、補助犬等の利用にも配慮した整備を推進していきます。 

○ 鉄道駅周辺や医療機関、福祉施設などが立地する地区では、円滑な人の移動や施設利用等を促
進するため、道路等のバリアフリー化を推進するとともに、道路管理者や警察署等と連携し、路上障
害物の撤去に取り組みます

○ 公園の新設や改修とあわせて、障害の有無を問わず誰もが遊べるインクルーシブ遊具の設置や歩くこ
とを楽しめる園路の整備等を推進していきます。

○ 外出支援の強化に向け、地域の利便性を高めるための移動手段について検討していきます。
○ ユニバーサルデザインに配慮した施設等の整備が進められるよう、移動等に困難を有する人の視点や
意見を反映させ、すべての人にとって支障のない仕組みや方策等について検討していきます。

○ 健康寿命の延伸・孤独・孤立の防止など、様々な地域課題の解決に向け、誰にとっても居心地がよく
歩きたくなるまちなかの形成を目指す「ウォーカブルなまちづくり」を推進していきます。

○ 健康寿命の延伸など、様々な地域課題の解決に向け、誰にとっても居心地がよく、自らの意思で歩き
たくなる「ウォーカブルなまちづくり」を推進し、孤独・孤立の防止や自然に健康づくりができるまちを目指
します。

【主な取組】 

○鉄道駅、公共施設、道路、公園等のバリアフリー化の推進 
○移動等に困難を有する人の意見を反映させる仕組みの構築・意見反映
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取組方針② 情報アクセシビリティの強化 

○ 移動等に困難を有する人の外出を促進するため、最新の情報技術を活用した移動支援を推進する
とともに、施設等のバリアフリー情報を必要とする人にとってわかりやすく、かつ、最新の状態で提供でき
るバリアフリーマップの作成・提供方法について、民間企業との連携を含め、検討します。 

○ 区が発信する情報について、受け手の状況にかかわらず必要とする人に適切な情報が伝わるよう、情
報発信の手段や方法等について検討していきます。

○ 高齢者のデジタルデバイド解消に向けて、区民ひろばに整備したフリーWi-Fi を活用し、スマートフォン
等が利用できる環境を提供するとともに、使い方教室、個別相談等に取り組んでいきます。

○ あらゆる世代に必要な情報が届くよう、広報誌等の紙媒体に加えて、SNS やアプリ等の電子媒体も
活用した、様々な媒体での情報発信を進めていきます。

○ 窓口に来なくても、いつでも簡単に手続きができるように、各種サービスのオンライン化を推進していきま
す。 

【主な取組】 
○デジタルデバイド解消に向けた取組 
○各種サービスのオンライン化 

【コラム No24：地域共生カフェ～高齢者のデジタルデバイド解消に向けた取組】 
区内５か所の区民ひろばを曜日ごとに回る地域共生カフェ（通称「ひろばカフェ」）では、スマートフォ
ン・タブレット教室が開催され、カフェを楽しみながら、「はじめてのスマホの使い方」、「LINE の使い方」、
「写真の加工方法」などの講座に無料で参加することができます。 
また、スマートフォンやタブレットについて困ったことがあれば、個別相談を受け付けたり、スマートフォン
やタブレットを持っていない方に対して、機器の貸し出しを行ったりしています。貸し出しの際には、事務
局から課題が出され、相談しながら体験できるため、初めてスマホやタブレットに触れる方でも安心して
利用できます。 

「地域共生カフェ」を利用した方からは、「海外にい
る家族と連絡が取れるようになって嬉しい」、「何度
も同じような相談をしても答えてくれる」、「携帯会
社の店舗では、予約が必要だし時間も限られてい
るが、地域にこのような場所があると便利」という声
が聞かれています。 
「地域共生カフェ」はスマホ・タブレットの利用に困っ
ている方だけでなく、地域の交流の場でもあるため、
気軽に参加してみてはいかがでしょうか。
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第５章 計画の推進に向けて 
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１．地域保健福祉計画の推進方策 

(1) 保健福祉審議会による総合調整 

○ 区長の附属機関である「保健福祉審議会」において、区の保健福祉に係る事項について総合的に検討し、
施策の推進を図ります。 

(2) 福祉包括化の推進 

○ 区の関係各課、地域の専門相談支援機関等との連携強化・総合調整等を図るため、「福祉包括化推進
員」を配置します。 

○ 福祉包括化推進員は、単独の組織で対応が困難な複雑化・複合化した課題に対して、関係各課や関係
機関等と連携を図りながら、必要に応じてケース検討会議を開催するなど、課題解決に向けて全体調整を
行います。 

(3) 社会福祉協議会との連携・協働による地域保健福祉の推進 

○ 新たな支え合いの推進による地域づくりにあたっては、区民主体の自主的な地域福祉活動の活性化が欠か
せません。そのためには、社会福祉協議会のもつ区民と行政との仲介的な役割が一層重要になります。 

○ 区は社会福祉協議会と連携・協働し、地域保健福祉の推進に向けた施策を展開するとともに、社会福祉
協議会に対して必要な支援を行っていきます。 

(4) 分野横断・連携の要となる保健福祉人材の養成システムの構築 

○ 保健師や社会福祉士等をはじめとする保健福祉全般で求められるソーシャルワーク能力をもった人材の確
保・育成に向け、区および民間事業者等の職員に対する講演会や研修の充実、効果的な育成プログラム
の提供などを推進していきます。 

○ 区内大学や民間企業等と連携し、保健福祉専門職等に対して、より高度で専門的な学習や技術習得の
機会を提供できる仕組みを検討し、民間事業者の人材育成活動がさらに促進されるよう支援していきます。 
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(5) 情報の蓄積および共有 

○ 本計画は、保健・福祉分野の上位計画であり、地域の福祉について「共通して取り組む事項」および地域
保健福祉の推進における理念や基本的な方向性が記載されていることから、本計画を活用し、全関係部
署に向けた研修を実施することで、情報・知識の共有をはかります。 

○ 区は、各分野における個別課題のほか、複合的な課題や分野横断的な課題等に対する区および関係機
関の対応事例を蓄積し、関係者間で共有するため、情報の一元的な把握や管理・共有のあり方について
検討していきます。 

○ 分野別または組織別に収集・把握している社会資源等については保健福祉全般に共通するものも多数あ
ることから、それぞれが収集・把握した社会資源等のデータベース化を図るなど、社会資源等を共有・相互活
用していく仕組みを構築していきます。 

２．地域保健福祉計画の進捗管理

○ 今後6年間の区の地域保健福祉の施策を着実に推進していくため、PDCAサイクル（計画、実行、評価、
見直し）を通じて、常に区民ニーズにあった施策がより効果的・効率的に実施されているかを点検し、必要
に応じて取組の見直し等を行っていきます。 

○ 施策の進捗管理は、包含する個別計画において実施する進捗管理の結果や、区が実施する行政評価や
区民意識調査等の結果を活用し、地域保健福祉計画独自の取組の進捗状況等と統合したうえで、総括
的に進行管理を行います。 

○ 進捗状況の総括・評価は、毎年 1 回、保健福祉審議会において実施し、PDCA サイクルによる施策や事
業の見直しの基礎資料として活用するとともに、その結果は区ホームページ等により区民に公表します。 
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地域保健福祉計画の進捗管理

３．今後の改定に向けた考え方 

○ 地域保健福祉計画のもつ共通課題や分野横断、地域連携といった特性を踏まえ、6か年の計画期間を通
して計画を推進していきます。

○ 計画期間の中間年度に予定されている基本計画の見直し、計画期間内に行われる個別計画の改定にあ
たり、地域保健福祉計画の基本的な考え方等に変更の必要が生じたと判断した場合には、本計画につい
ても必要な改定を行います。

○ このほか、社会経済状況、保健福祉に関する関係法令・制度等に大きな改正等があった場合には、必要
に応じて見直しを検討します。

報告

一体化

高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

障害者計画・障害（児）福祉計画 

健康プラン 

子ども・若者者総合計画 

その他関連計画 

特徴的な施策・ 

独自施策の 

進捗管理 

進捗状況 

の 

総括・評価

行政評価

区民意識調査 等

地域保健福祉計画 

進捗管理

進捗管理

進捗管理

進捗管理

進捗管理
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豊島区の重層的支援体制について
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【自立促進担当課作成資料】 
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１．包括的相談支援事業 

保健・福祉に関する各専門相談機関において、相談者が抱える悩み事・相談事が担当業務以外の事情にお
よんだ場合でも、一旦すべての内容を受け止め、必要に応じ、適切な相談窓口につなげ、豊島区全体で支える
体制を推進していきます。 

～豊島区にある福祉相談窓口～

相談機関 実施主体（委託の有無） 相談窓口 
設置数 

設置 
形態 

★くらし・しごと相談支援センター 自立促進担当課（委託） １か所 基本型
★コミュニティソーシャルワーカー 福祉総務課（委託） 8 か所 地域型
ひきこもり相談窓口 自立促進担当課（委託） 1 か所 基本型
★高齢者総合相談センター 高齢者福祉課（委託） 8 か所 基本型
心身障害者福祉センター 
★（基幹相談支援センター） 
（障害者虐待防止センター） 

障害福祉課（直営） 1 か所 基本型

生活福祉課相談窓口 生活福祉課（直営） 1 か所 基本型
西部生活福祉課相談窓口 西部生活福祉課（直営） 1 か所 基本型
アシスとしま（子ども若者総合相談） 子ども若者課（直営・委託） １か所 基本型

★利用者支援事業（母子保健型） 
健康推進課（直営） 
長崎健康相談所（直営） ２か所 基本型

★利用者支援事業（基本型） 
（子育てインフォメーション） 

子育て支援課（直営） １か所 基本型

★利用者支援事業（基本型） 子ども家庭支援センター（直営） 2 か所 基本型
★利用者支援事業（特定型） 
（保育アドバイザー） 

保育課 1 か所 基本型

女性相談窓口 子育て支援課（直営） 1 か所 基本型
介護相談窓口 介護保険課（直営） 1 か所 基本型
児童相談所相談窓口 児童相談課（直営） 1 か所 基本型
子ども家庭支援センター相談窓口 子ども家庭支援センター（直営） 2 か所 基本型
住宅相談窓口 福祉総務課、住宅課（直営） 1 か所 基本型

スクールソーシャルワーカー 教育センター （直営）
30 か所 

（全小中学校）
基本型

★印のものは、国の定める重層的支援体制整備事業補助交付金の対象事業。 
※複雑化・複合化した課題が見つかった場合、後述する福祉包括化推進部会で支援プランを検討する体制
となっている相談窓口です。 
※設置形態：基本型…単一の事業の委託を受け支援を実施する形態 

地域型…地域住民に身近な場所等で相談等に応じる形態 
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２．参加支援事業 

既存のコミュニティに加え、新たに発掘・整備された地域の社会資源を最大限に活用し、支援を必要とする人
のニーズに合致したつながりづくりに向けた支援を行います。 
地域とのつなぎ役は、区民ひろばに配置されているコミュニティソーシャルワーカーが中心に担います。 

～重層的支援体制整備事業における参加支援事業～

★印のものは、国の定める重層的支援体制整備事業補助交付金の対象事業。 
※既存の各支援では対応できない個別性の高いニーズを有する方を対象にした事業を掲載しています。 

３．地域づくり事業 

区では、各分野での地域づくりに関する取組を引き続き推進するとともに、世代や属性といった対象を拡大する
ことで、重層的な地域づくりを進めていきます。新たなコミュティ等の立ち上げ支援は、コミュニティソーシャルワーカー
や高齢者の生活支援推進員（生活支援コーディネーター）がその中心を担います。 

～豊島区で行っている地域づくり～
事業名 委託／直営 設置形態 主な活動場所 

① ★地域介護予防 
活動支援事業 一部委託 基本型 高田介護予防センター 

東池袋フレイル対策センター 

② ★生活支援体制 
整備事業 全委託 基本型 高齢者総合相談センター圏域

③ ★地域活動支援 
センター事業 一部委託 基本型 地域活動支援センター 

Ⅰ型～Ⅲ型 

④ ★地域子育て支援 
拠点事業 一部委託 基本型 子ども家庭支援センター、 

区立保育園、区民ひろば 

⑤ ★生活困窮者支援等の 
ための地域づくり事業 全委託 基本型 区民ひろば 

★印のものは、国の定める重層的支援体制整備事業補助交付金の対象事業。 

~主な活動内容～
①個人または団体への介護予防活動の参加や自主活動への支援 
②高齢者の生活支援推進員(生活支援コーディネーター)によるつながるサロン等の立ち上げ支援などのフレイ
ル対策支援、買い物に困る高齢者移動販売の誘致等の生活支援等 

事業名 実施主体（委託の有無） 配置人数 

★くらし・しごと相談支援センター 自立促進担当課 12 人 

★ひきこもり相談窓口 自立促進担当課 3 人 

★コミュニティソーシャルワーク事業 福祉総務課 16人 
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③障害のある方の居場所づくりや相談できる場などを提供する地域活動支援センター事業（３類型）の実施 
Ⅰ型…医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域の住民ボランティア育成、障害

に対する理解促進を図るための普及啓発等 
Ⅱ型…雇用・就労が困難な在宅の障害のある方に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴などのサービス

を通じ自立等を高める事業 
Ⅲ型…活動内容は作業や交流の場の提供をはじめ、各施設によって異なる 
④子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、子育て等に関する相談、援助の実施など 
⑤コミュニティソーシャルワーカーによる食堂・サロン等の立ち上げ支援、運営支援 

４．アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

区では、区役所に来所することができないが支援を必要とする方に、アウトリーチ活動等支援を継続的に行い、
適切な包括的相談支援、参加支援を実施しています。 
アウトリーチ活動等による訪問時に、訪問目的とは異なる課題が見つかった場合や、同居する家族等に課題が
見つかった場合など複合的な課題を有する世帯であったことが判明した場合、他の関係機関と連携するなど、包
括的な支援が行える体制づくりを推進していきます。 

～豊島区で行っている各分野の主なアウトリーチ等活動～
事業名 実施主体 配置人数 

★コミュニティソーシャルワーク事業 豊島区民社会福祉協議会（委託） 16人 

民生委員・児童委員による見守り 福祉総務課 - 

高齢者アウトリーチ事業 高齢者福祉課 16人 

見守りと支え合いネットワーク事業 高齢者福祉課 - 

路上生活者応援援護事業 生活福祉課 8 人 

精神障害者に対するアウトリーチ活動 保健予防課 2 人 

子ども若者総合相談事業 子ども若者課 3 人 

子育て訪問相談事業 子ども家庭支援センター 10人 

ヤングケアラー支援体制事業 子ども家庭支援センター 2 人 
★印のものは、国の定める重層的支援体制整備事業補助交付金の対象事業です。 
※配置人数が時点や状況によって変動する事業は、配置人数の欄に「-」と記載しています。 
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５．多機関協働事業（重層的支援会議・支援会議） 

単独の組織では対応が困難な複雑化・複合化した課題に対し、関係各課等が連携を図るため、相談
窓口担当職員を「福祉包括化推進員」（以下、推進員）として兼務発令することで、役割・位置づけを明
確化し、課題解決に向けた全体調整を行っています。各推進員が多機関協働事業を担うことで、事例発
生時に、関係機関との支援に向けた会議（重層的支援会議・支援会議）を直接コーディネートすることが
でき、課題解決に向け、迅速な対応が可能となっています。
また、毎月１度、全推進員が集まり、プランの適切性や、今後の支援方針等について協議する、福祉包
括化推進部会を開催しています。
さらに、福祉包括化推進部会の上位組織として、福祉包括化推進会議を適宜実施し、全体的な支援
体制のあり方が検討できる体制を整えています。

６．重層的支援会議の体制

（１）重層的支援会議・支援会議
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（２）連携体制 

 構成員又は構成員の所属部署 推進
会議 

推進
部会 

1 保健福祉部長 ○
2 子ども家庭部長 ○
3 政策経営部 区民相談課 ○
4 総務部 男女平等推進センター ○
5 区民部 収納推進担当課 ○
6 区民部 国民健康保険課 ○
7 区民部 高齢者医療年金課 ○
8 保健福祉部 福祉総務課、自立促進担当課 ○ ○
9 保健福祉部 高齢者福祉課 ○ ○
10 保健福祉部 障害福祉課、障害福祉サービス担当課 ○ ○
11 保健福祉部 生活福祉課 ○ ○
12 保健福祉部 西部生活福祉課 ○ ○
13 保健福祉部 介護保険課 ○ ○
14 保健福祉部 健康推進課 ○ ○
15 保健福祉部 長崎健康相談所 ○ ○
16 子ども家庭部 子ども若者課 ○ ○
17 子ども家庭部 子育て支援課 ○ ○
18 子ども家庭部 児童相談課 ○ ○
19 子ども家庭部 子ども家庭支援センター ○ ○
20 都市整備部 住宅課 ○ ○
21 教育部 教育センター ○ ○
22 豊島区民社会福祉協議会 ○ ○

（令和５年４月１日現在）
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１．検討体制 

地域保健福祉計画の策定にあたっては、学識経験者、区議会議員、保健医療関係者、社会福祉関係者、
区内関係団体構成員、公募区民、区職員などで構成する「保健福祉審議会」を設置し、検討を進めてきました。
また、区民の皆さまから意見等を伺う場として、令和 4 年度には区民意識・意向調査、令和 5 年度には区民
ミーティング（豊島区民社会福祉協議会との共催）、およびパブリックコメントを実施しました。

２．検討経過 

保健福祉審議会・専門委員会（主な議案等） 区民意識・意向調査
パブリックコメント等

令
和
４
年
度

6 月 第 1回審議会（諮問）

8月 第 1回専門委員会

9月 第 2回審議会（次期計画の方向性、区民意識・意向調査の検討） 区民意識・意向調査の実施
10月 18日～11月 1日
有効回収数 1,200 件

11月 第 2回専門委員会

12月 第 3回審議会（次期計画の構成、今期計画の進捗管理）

2月 第 3回専門委員会

3月 第 4回審議会（次期計画の構成、区民意識・意向調査の結果報告）

令
和
５
年
度

6 月 第 4回専門委員会 区民ミーティングの実施
（社会福祉協議会と共催）
6月 30日～7月 25日

8月 第 5回専門委員会
9月 第 5回審議会（計画素案の検討）
10月 第 6回専門委員会 パブリックコメントの実施

12月 11日～1月 10日
提出意見数 〇件

11月 第 6回審議会（計画素案の検討）
3月 第 7回審議会（パブリックコメントの結果報告、計画案の答申）

区民意識・意向調査
・ 

区民ミーティング 
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３．保健福祉審議会委員名簿 
◎会長 〇副会長

区分 氏名 職名・団体名 

学
識
経
験
者

田中 英樹◎ 日本医療大学通信教育部総合福祉学部教授
神山 裕美〇 大正大学社会共生学部教授
宮崎 牧子 大正大学社会共生学部教授
山縣 然太朗 山梨大学大学院総合研究部医学域教授
中島 修 文京学院大学人間学部教授
田中 悠美子 一般社団法人ケアラーワークス代表理事・立教大学コミュニティ福祉学部非常勤講師

区
議
会
議
員

島村 高彦 公明党豊島区議団（令和 5年 4月 30 日まで）
村上 宇一 自由民主党豊島区議団（令和 5年 4月 30 日まで）
里中 郁男 都民ファーストの会豊島区議団・民主の会（令和 5年 4月 30 日まで）
渡辺 くみ子 日本共産党豊島区議団（令和 5年 4月 30 日まで）
松下創一郎 自由民主党豊島区議団（令和 5年 9月 12 日から）
高橋佳代子 公明党豊島区議団（令和 5年 9月 12 日から）
中澤まさゆき 都民ファーストの会豊島区議団・国民民主党（令和 5年 9月 12 日から）
小林ひろみ 日本共産党豊島区議団（令和 5年 9月 12 日から）

保
健
医
療

関
係
者

平井 貴志 豊島区医師会会長（令和 5年 6月 24 日まで）
土屋 淳郎 豊島区医師会会長（令和 5年 9月 12 日から）
高草木 章 豊島区歯科医師会会長（令和 4年 6月 27 日まで）
高田 靖 豊島区歯科医師会会長（令和 4年 9月 30 日から）
佐野 雅昭 豊島区薬剤師会会長

社
会
福
祉

関
係
者

佐野 功 豊島区社会福祉事業団事務局長
近藤 友克 社会福祉法人豊芯会常務理事
天貝 勝己 豊島区民社会福祉協議会事務局長（令和 5年 7月 10 日まで）

区
内
関
係

団
体
構
成
員

塚田 義信 豊島区町会連合会副会長
寺田 晃弘 豊島区民生委員児童委員協議会会長（令和 4年 11 月 30 日まで）
田中 治 巣鴨地区民生委員児童委員協議会会長（令和５年 3月 14 日から）
外山 克己 豊島区高齢者クラブ連合会会長
礒﨑たか子 豊島区障害者団体連合会会長
根岸 幸子 豊島区青少年育成委員会連合会常任幹事

公
募

区
民

佐伯 晴子 公募区民
高橋 紀子 公募区民
遠藤 亘 公募区民

区職員 保健福祉部長、健康担当部長、子ども家庭部長、児童相談所長

※学識経験者は専門委員会を兼任 

４．計画改定の経緯
期 改定時期 計画期間 備考 

第 1期
平成 17年 3月 平成 17 年度～平成 21 年度 障害者福祉計画、地域保健医療計画を統合。 
平成 18年 3月（※） 平成 17 年度～平成 21 年度 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を統合。 

第 2 期 平成 21年 3月 平成 21 年度～平成 25 年度 障害福祉計画を統合。 
第 3 期 平成 24年 3月 平成 24 年度～平成 28 年度 ― 
第 4 期 平成 27年 3月 平成 27 年度～平成 31 年度 ― 
第 5 期 平成 30年 3月 平成 30 年度～平成 35 年度 ― 
第 6 期 令和 6年 3月 令和 6年度～令和11年度

（※）平成 18 年 3 月の改定は、地域保健福祉計画の内容を大幅に見直すものではなく、高齢者保健福
祉計画と介護保険事業計画を組み入れるための改定のため、第 1期とする。 
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５．豊島区の保健福祉関連施設マップ 
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（令和 6年3月現在のものに修正予定） 
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６．豊島区保健福祉審議会条例（抄） 
平成 21年 6月 26日条例第 39号

第１条 豊島区における保健福祉に関する重要事項について審

議するため、区長の附属機関として、豊島区保健福祉審議会（以

下、「審議会」という。）を置く。

第２条 審議会は、区長の諮問に応じ、保健福祉に係る計画の改

定その他の重要事項について審議し、答申する。

２ 審議会は、前項に掲げる事項に関し、区長に意見を述べるこ

とができる。

第３条 審議会は、区長が委嘱し、又は任命する委員 28 人以内
をもって組織する。

第４条 委員の任期は 3年以内とし、補欠委員の任期は、前任者
の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。

第５条 審議会に会長及び副会長を置く。

２ 会長は、委員の互選により定める。

３ 副会長は、会長の指名する委員をもって充てる。

４ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときには、その

職務を代理する。

第６条 審議会は、会長が招集する。

第７条 審議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開く

ことができない。

２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数の

ときは、会長の決するところによる。

第８条 審議会の庶務は、保健福祉部において処理する。

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に

関し必要な事項は、規則で定める。

７．社会福祉法（抄） 
昭和 26 年 3 月 29 日法律第 45 号（令和 4年 6月 22 日改正） 

（目的） 

第１条 この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野におけ

る共通的基本事項を定め、社会福祉を目的とする他の法律と相ま

つて、福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域における社会

福祉(以下「地域福祉」という。)の推進を図るとともに、社会福

祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする

事業の健全な発達を図り、もつて社会福祉の増進に資することを

目的とする。 

（福祉サービスの基本的理念） 

第３条 福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容

は、福祉サービスの利用者が心身ともに健やかに育成され、又は

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

うに支援するものとして、良質かつ適切なものでなければならな

い。 

（地域福祉の推進） 

第４条 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重

し合いながら、参加し、共生する地域社会の実現を目指して行わ

れなければならない。 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会

福祉に関する活動を行う者(以下「地域住民等」という。)は、相

互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構

成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あら

ゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の

推進に努めなければならない。 

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービス

を必要とする地域住民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予

防(要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護

状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。)、

保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを

必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービ

スを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動

に参加する機会が確保される上での各般の課題(以下「地域生活

課題」という。)を把握し、地域生活課題の解決に資する支援を行

う関係機関(以下「支援関係機関」という。)との連携等によりそ

の解決を図るよう特に留意するものとする。 

（福祉サービスの提供の原則） 

第５条 社会福祉を目的とする事業を経営する者は、その提供す

る多様な福祉サービスについて、利用者の意向を十分に尊重し、

地域福祉の推進に係る取組を行う他の地域住民等との連携を図

り、かつ、保健医療サービスその他の関連するサービスとの有機

的な連携を図るよう創意工夫を行いつつ、これを総合的に提供す

ることができるようにその事業の実施に努めなければならない。 

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団

体の責務） 

第６条 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的とする事業を経

営する者と協力して、社会福祉を目的とする事業の広範かつ計画

的な実施が図られるよう、福祉サービスを提供する体制の確保に

関する施策、福祉サービスの適切な利用の推進に関する施策その

他の必要な各般の措置を講じなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、地域生活課題の解決に資する支援が

包括的に提供される体制の整備その他地域福祉の推進のために

必要な各般の措置を講ずるよう努めるとともに、当該措置の推進

に当たつては、保健医療、労働、教育、住まい及び地域再生に関

する施策その他の関連施策との連携に配慮するよう努めなけれ

ばならない。 

（包括的な支援体制の整備） 

第 106 条の３ 市町村は、次条第二項に規定する重層的支援体制

整備事業をはじめとする地域の実情に応じた次に掲げる施策の

積極的な実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及び支援関

係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行わ
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れ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制

を整備するよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行

う者に対する支援、地域住民等が相互に交流を図ることができる

拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民等

が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する施策 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関

する相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行い、必要に応じ

て、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制の整備

に関する施策 

三 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者

自立相談支援事業を行う者その他の支援関係機関が、地域生活課

題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資す

る支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する施策 

２ 厚生労働大臣は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備

事業をはじめとする前項各号に掲げる施策に関して、その適切か

つ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。 

 (重層的支援体制整備事業) 

第 106 条の４ 市町村は、地域生活課題の解決に資する包括的な

支援体制を整備するため、前条第一項各号に掲げる施策として、

厚生労働省令で定めるところにより、重層的支援体制整備事業を

行うことができる。 

２ 前項の「重層的支援体制整備事業」とは、次に掲げるこの法

律に基づく事業及び他の法律に基づく事業を一体のものとして

実施することにより、地域生活課題を抱える地域住民及びその世

帯に対する支援体制並びに地域住民等による地域福祉の推進の

ために必要な環境を一体的かつ重層的に整備する事業をいう。 

一 地域生活課題を抱える地域住民及びその家族その他の関係

者からの相談に包括的に応じ、利用可能な福祉サービスに関する

情報の提供及び助言、支援関係機関との連絡調整並びに高齢者、

障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための援助そ

の他厚生労働省令で定める便宜の提供を行うため、次に掲げる全

ての事業を一体的に行う事業 

イ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号から第三号ま

でに掲げる事業 

ロ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律第七十七条第一項第三号に掲げる事業 

ハ 子ども・子育て支援法第五十九条第一号に掲げる事業 

ニ 生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業 

二 地域生活課題を抱える地域住民であつて、社会生活を円滑に

営む上での困難を有するものに対し、支援関係機関と民間団体と

の連携による支援体制の下、活動の機会の提供、訪問による必要

な情報の提供及び助言その他の社会参加のために必要な便宜の

提供として厚生労働省令で定めるものを行う事業 

三 地域住民が地域において自立した日常生活を営み、地域社会

に参加する機会を確保するための支援並びに地域生活課題の発

生の防止又は解決に係る体制の整備及び地域住民相互の交流を

行う拠点の開設その他厚生労働省令で定める援助を行うため、次

に掲げる全ての事業を一体的に行う事業 

イ 介護保険法第百十五条の四十五第一項第二号に掲げる事業

のうち厚生労働大臣が定めるもの 

ロ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第五号に掲げる事業 

ハ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律第七十七条第一項第九号に掲げる事業 

ニ 子ども・子育て支援法第五十九条第九号に掲げる事業 

四 地域社会からの孤立が長期にわたる者その他の継続的な支

援を必要とする地域住民及びその世帯に対し、訪問により状況を

把握した上で相談に応じ、利用可能な福祉サービスに関する情報

の提供及び助言その他の厚生労働省令で定める便宜の提供を包

括的かつ継続的に行う事業 

五 複数の支援関係機関相互間の連携による支援を必要とする

地域住民及びその世帯に対し、複数の支援関係機関が、当該地域

住民及びその世帯が抱える地域生活課題を解決するために、相互

の有機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的

に行う体制を整備する事業 

(重層的支援体制整備事業実施計画) 

第 106 条の５ 市町村は、重層的支援体制整備事業を実施すると

きは、第百六条の三第二項の指針に則して、重層的支援体制整備

事業を適切かつ効果的に実施するため、重層的支援体制整備事業

の提供体制に関する事項その他厚生労働省令で定める事項を定

める計画(以下この条において「重層的支援体制整備事業実施計

画」という。)を策定するよう努めるものとする。 

（市町村地域福祉計画） 

第 107 条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲

げる事項を一体的に定める計画(以下「市町村地域福祉計画」と

いう。)を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その

他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事

項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関

する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体

制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようと

するときは、あらかじめ、地域住民等の意見を反映させるよう努

めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画につ

いて、調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があ

ると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとす

る。 

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会） 

第 109 条 市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二

以上の市町村の区域内において次に掲げる事業を行うことによ

り地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であつて、その区

域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会

福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあつては

その区域内における地区社会福祉協議会の過半数及び社会福祉

事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が、指定都市以外の

市及び町村にあつてはその区域内における社会福祉事業又は更

生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。 

一 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

二 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

三 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、

調整及び助成 

四 前三号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健

全な発達を図るために必要な事業 
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８．用語説明 

あ行
・アウトリーチ 
 60 ページ「コラム No17」を参照 
・アクセシビリティ 
年齢や障害の有無等に関係なく、誰でも必要とす
る情報やサービスなどに簡単にたどりつけ、利用でき
ること。 
・アクティブシニア 
  仕事や趣味に意欲的で、健康や自立意識が高く、
新しい価値観を積極的に取り入れようとする、高齢
者のこと。 
・新たな支え合い 
  平成 20 年に「これからの地域福祉のあり方に関
する研究会」報告書としてまとめられた住民と行政
の協働による新しい福祉のあり方。 
・医療救護所
  緊急性の低い軽症者や内科的疾患患者の救護、
慢性疾患患者治療、被災者の健康管理等を行う
ために、区内 12 ヶ所の救援センターに設置される
地域本部に開設される、医療救護活動を行う場。 
・医療的ケア 
  43 ページ「コラム No3」を参照 
・医療的ケア児 
  生活する中で「医療的ケア」を必要とする子どもの
こと。医療的ケアについては、43ページ「コラムNo3」
を参照。 
・ウォーカブル 
  50 ページ「コラム No8」を参照 
・エンディングノート 
  人生の終盤に起こりうる万一の事態に備えて、治
療や介護、葬儀などについての自分の希望や、家
族への伝言、連絡すべき知人のリストなどを記して
おくノート。 

・オーラルフレイル 
  「フレイル」を参照 

か行
・共生型サービス 
  平成 30 年度の介護保険制度改正により、高齢
者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けや
すくするもの。介護の事業所が障害福祉の指定を
受けやすくなるとともに、障害福祉の事業所も介護
の指定を受けやすくなる。これまで 65 歳になった障
害者は障害福祉施設を出て類似サービスの介護
施設へ行く仕組みだったが、制度改正により、65
歳以上になった障害者が使い慣れた事業所で引き
続きサービスを受けられるようになる。 
・居住支援協議会 
住宅確保要配慮者（低所得者、被災者、高齢
者、障害者、子どもを育成する家庭その他住宅の
確保に特に配慮を要する者）の民間賃貸住宅へ
の円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体
や関係業者、居住支援団体等が連携し、住宅確
保要配慮者および民間賃貸住宅の賃貸人の双
方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施するも
の。 
・緊急医療救護所
  発災直後に病院が迅速かつ適切な治療が必要
な「重症者・中等症者」の治療を優先できるよう、
区内の病院等の近隣に開設される、医療救護活
動を行う場のこと。負傷の程度で患者を振分けし、
重症者は災害拠点病院へ、中等症患者は災害
拠点連携病院等へ搬送し、軽症者を緊急医療
救護所で救護する。 
・グリーフケア 
  身近な人と死別した人が、その悲しみから立ち直
れるようそばにいて支援すること。一方的に励ますの
ではなく、相手に寄り添う姿勢が大切といわれる。 
・ゲートキーパー 
  自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応
（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、
必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる
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人で、いわば「命の門番」とも位置づけられる人のこ
と。 
・ケアラー 
  こころやからだに不調のある人の「介護」「看病」
「療育」「世話」「気づかい」など、ケアの必要な家族
や近親者、友人、知人などを無償でケアする人のこ
と。 
・高次機能障害 
  脳卒中（くも膜下出血・脳内出血等）、感染症
などの病気や交通事故、転落等で脳の細胞が損
傷されたために言語・思考・記憶・学習面で起こる
障害。脳の中の障害のため、外見から障害を見極
めるのは非常に困難で、患者本人が自覚していな
い場合も多く、周囲から理解されず、支援を受けに
くい状況におかれている。 
・公認心理師
保健医療・福祉・教育その他の分野で、心理学
に関する専門的知識や技術をもって、支援を要す
る人への相談・助言・指導その他の援助などを行う、
国家資格の専門職。 
・合理的配慮の提供 
  10 ページ（4）「障害者差別解消法の改正」参
照。 
・高齢者総合相談センター（地域包括支援センタ
ー） 
  地域包括支援センターは、介護保険法にもとづく
地域住民の保健医療の向上および福祉の増進を
包括的に支援するために区市町村に設置された総
合相談窓口のこと。豊島区では、8 か所設置し、
保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等の
専門職員が、介護予防ケアマネジメント、権利擁
護等の業務のほか各種相談、申請受付など総合
的な支援を行っている。また、区民に親しまれるよう、
通称名として「高齢者総合相談センター」を使用し
ている。 

・コミュニティソーシャルワーカー（CSW） 
  コミュニティソーシャルワークを担う専門職のこと。具
体的な取り組みとして、対象者を限定せずに区民

からの総合的な福祉相談に対応する「個別相談
支援」や、地域課題の解決に向けて住民や町会・
自治会、民生委員・児童委員、青少年育成委員、
関係機関や団体等との協力による「地域支援活
動」などを行う。 
・コミュニティソーシャルワーク 
  イギリスで生まれたコミュニティに焦点をあてた社会
福祉活動・相談支援の進め方のこと。支援を必要
とする人々の生活環境に目を向けて援助を行うとと
もに、地域による支援活動を発見して支援を必要
とする人に結びつけたり、新たな資源を開発したり、
公的制度との関係を調整したりすることをめざすも
の。 
さ行
・災害時要援護者 
  71 ページ「コラム No20」を参照 
・在宅医療連携推進会議
学識経験者、三師会、病院、高齢者総合相談
センター、訪問看護ステーション、介護事業者、リハ
ビリテーションスタッフ、区民、行政で構成され、多
職種による顔の見える連携をめざし、在宅医療に
関するさまざまな事項について検討・協議を行って
いる。 
・社会的包摂（ソーシャルインクルージョン） 
  イギリスやフランスなどヨーロッパ諸国で近年の社会
福祉の再編にあたって、その基調とされている理念。
具体的には、生活困窮者、外国人、障害者など、
誰も排除されない、誰も差別されない社会である
「ともに生き、支え合う社会づくり」をめざすもの。 
・社会的養育 
  保護者のもとで暮らすことができない児童を、公的
責任で保護し、社会が代わって養育するしくみのこ
と。 
・社会福祉士 
  心身の障害や環境上の理由で日常生活に支障
のある人の福祉に関する相談を受け、助言・指導
を行う国家資格の専門職。 
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・社会福祉協議会 
  3 ページ「コラム No1」参照。 
・社会福祉法人 
  社会福祉法により、社会福祉事業を行うことを目
的として設立された公益法人。 
・重症心身障害児 
  18 歳に達するまでに愛の手帳１度または２度の
知的障害及び身体障害者手帳１級または２級
の身体障害（自ら歩くことができない程度の肢体
不自由に限る）を有するに至った方。 
・住宅確保要配慮者
  低所得者、被災者、高齢者、障害者、18 才未
満の子どもを育成する世帯、外国籍等区民など住
宅の確保に特に配慮を要する者のこと。 
・スクールソーシャルワーカー 
不登校や虐待等の学校では対処しきれない困難
案件に対し、社会福祉士や精神保健福祉士等の
専門知識や経験等を活用して解決を図ろうとする
もので、これを担う専門職のこと。 
・青少年育成委員
  47 ページ「コラム No7」参照。 
・成年後見制度
  65 ページ「コラム No20」参照。 
・セルフネグレクト 
  成人が通常の生活を維持するために必要な行為
を行う意欲・能力を喪失し、自己の健康・安全が
脅かされる状態に陥ること。必要な食事をとらず、
医療を拒否し、不衛生な環境で生活することなど
により、家族や周囲から孤立し、孤独死に至る場
合がある。 
た行
・ダブルケア 
  子育てと介護が同時期に発生する状態のことで、
近年の晩婚化・出産年齢の高齢化を背景に、仕
事と子育てあるいは仕事と介護の両立だけでなく、
子育て・介護・仕事の両立（ダブルケア負担）に
直面する世帯が増加すると予測されている。 

・地域福祉権利擁護事業
  認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等の
うち判断能力が不十分な方が地域において自立し
た生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福
祉サービスの利用援助等を行うもの。 
・地域福祉サポーター 
  61 ページ「コラム No18」を参照。 
・地域包括ケアシステム 
  住み慣れた地域で安心して生活し続けられるよう、
「住まい」を基本として、医療・介護・介護予防・生
活支援等を包括的かつ継続的に受けられるように
整備された状態のこと。 
・チームアプローチ 
  多様な職種がチーム形成し、目標に向かって連携
し、協働する技術のこと。医師や看護師、社会福
祉士、精神保健福祉士、介護福祉士等の国家
資格として位置づけられるものばかりでなく、生活保
護のケースワーカーや民生委員・児童委員など、さ
まざまな分野にかかわる職種にも拡がりをみせてい
る。 
・中核機関 
権利擁護支援を必要とする方が、必要なときに適
切な支援につながるように、地域で支える体制を構
築する「地域連携ネットワーク」の中心となって、全
体のコーディネートを担う機関のこと。 
・としま子ども会議 
  「豊島区子どもの権利に関する条例」第 20 条第
4 項に基づき、子どもが区政について話し合い、意
見を表明する場を設けることで、子どもの意見を区
政に反映することを目指すもの。 
・としまコミュニティ大学 
  59 ページ「コラム No16」参照。 
・トリアージ 
  大災害によって多数の負傷者が発生した際に、現
場で傷の程度を判定し、治療や搬送の優先順位
を決めること。また、その役目。重傷者を優先的に
処置し、現場の人材・機材を最大限に活用するた
めに行われる。順位は、負傷者の総数、応急処置
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能力、医療機関の収容能力、搬送能力などを考
慮し、状況に応じてそのつど判定される。 
は行
・8050問題 
  「8050」とは、「80 代の親と 50 代の子」という意
味で、高齢の親と働いていない独身の中年の子と
が同居している世帯をさす。ひきこもりの長期化など
により、本人と親が高齢化し、収入が途絶えたり、
病気や介護などで支援につながらないまま孤立、困
窮してしまうことなどが大きな問題となっている。 
・発達障害 
  主に乳児期から幼児期にかけて発達の遅れや機
能獲得の困難さが生じる心身の障害で、通常、自
閉症、アスペルガー症候群などの広汎性発達障害、
学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害
（AD/HD）、その他これらに類する脳機能の障
害。 
・避難行動要支援者
  71 ページ「コラム No21」を参照。 
・福祉救援センター（福祉避難所） 
  71 ページ「コラム No23」を参照。 
・福祉サービス第三者評価 
  福祉サービス第三者評価とは、事業者でも利用
者でもない第三者機関が、専門的かつ客観的な
立場から、サービスの内容や質、事業者の経営や
組織のマネジメントの力等を評価すること。 
・福祉なんでも相談窓口 
  47 ページ「コラム No8」を参照。 
・フレイル 
  フレイルとは虚弱を意味し、加齢とともに心身の活
力（例えば筋力や認知機能等）が低下すること
をいう。オーラルフレイルは、歯の喪失やかむ力の低
下により、栄養バランスが偏ったり筋肉量が低下し
て虚弱になることをさす。フレイルは、健康と要介護
状態の中間にあるとされ、適切な介入や支援でよ
り健康に近づく。 

・保護司 
  犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支えるボ

ランティアで、保護司法にもとづき法務大臣から委
嘱された非常勤の国家公務員。 
ま行
・民生委員・児童委員 
  46 ページ「コラム No6」を参照。 
や行
・家賃債務保証制度
高齢者住宅財団が連帯保証人の役割を担うこと
で、高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯、外
国人世帯などの人が賃貸住宅に入居する際の家
賃債務を保証し、賃貸住宅への入居を支援する
制度。 
・ヤングケアラー 
 本来なら大人が担うと想定されている家事や家族の
世話などを日常的に行っていることにより、子ども自
身がやりたいことができないなど、子ども自身の権利
が守られていないと思われる 18 歳未満の子どもの
こと。 
・ヤングケアラー支援コーディネーター 
  家庭内の問題として、見えづらいヤングケアラーを
早期に発見し、適切に支援していくため、令和5年
4月より 2名配置された。常設の相談窓口で相談
を受ける他、地域の関係機関とも連携しながらアウ
トリーチを行い、個々の状況を見極めながら適切な
コーディネートを行う。また、ヤングケアラーの正しい
理解を促進し、地域に見守りの目を増やすために
職員や関係機関向けの研修・出張講座を実施す
る。 
・ユニバーサルスポーツ 
  障害の有無に関係なく、いっしょに実践できるスポ
ーツ。また、体力、体格などで有利な人だけがゲー
ムの主導権を握り、活躍するのではなく、それらに劣
る人も同じように得点獲得や勝敗にかかわることが
できるよう考案され構造化されたスポーツのこと。 
・ユニバーサルデザイン 
  障害の有無や年齢、性別、国籍にかかわらず、誰
もが使いやすい施設、製品、環境等のデザインのこ
と。 
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・要支援者地域共有名簿 
  71 ページ「コラム No21」を参照。 
ら行
・ライフステージ 
  人間の一生における幼年期・児童期・青年期・壮
年期・老年期などのそれぞれの段階。 
わ行
・若者ケアラー 
  18 歳～おおむね 30歳代までのケアラーのこと。 
・65歳健康寿命 
  65 歳の人が、何らかの障害のために要介護認定
を受けるまでの状態を健康と考え、その障害のため
に認定を受ける年齢を平均的に表すものをいう。 
65 歳健康寿命（歳）＝65 歳＋65 歳平均自
立期間（年）（平均自立期間：要介護認定を
受けるまでの期間の平均、健康と考える期間） 
アルファベット 
・ACP（人生会議） 
 （Advance Care Planning の略） 
もしものときに、どのような医療やケアを望むのか、前
もって考え、家族や信頼する人、医療・介護従事
者たちと繰り返し話し合い、共有すること。 

・DX（Digital Transformation の略） 
デジタル技術を活用して、利用者が簡単・便利を
実感できること。 
・ICT 
(Information and Communication 
Technology の略） 
 IT（Information Technology）とほぼ同義語。 
“情報通信技術” と訳される。IＴとの違いはＣ
（communication）を強調していることで、情報 
技術に通信コミュニケーションの重要性を加味したとこ
ろにある。 
・NPO 
 （Non-Profit Organization の略） 
ボランティア団体や市民活動団体などの「民間非
営利組織」を広くさす。株式会社などの営利企業と
は異なり、利益追求のためではなく、社会的な使
命（ミッション）の実現をめざして活動する組織や
団体。 
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